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独立行政法人林木育種センターの平成１５事業年度の評価結果について

１ 総合評価の評定

（Ａ ： 中期計画に対して概ね順調に推移している。）

独立行政法人評価委員会林野分科会（以下「分科会」という ）が、独立行政法人林。

木育種センター 以下 センター という の平成１５年度の業務の実績について 独（ 「 」 。） 、「

立行政法人林木育種センター及び独立行政法人森林総合研究所の業務の実績に関する評

価基準」により、中期目標及び同目標に基づき作成された中期計画の達成度合いを客観

的に判断するため評価単位を設定し、取り組むべき課題の達成状況を評価し、その結果

を基本として総合評価を行ったところ、中期計画に対して概ね順調に推移していると判

断されたことから、上記の評価結果（Ａ）とした。

なお、評価は、設定した評価単位ごとに、センターが行った自己評価結果の提出・説

明を受け、当該資料の調査・分析を基本として行った。

２ 大項目の評定

「業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 「国民に対して提供」、

するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 「予」、

算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画 「その他主務省令で定める業務。） 」、

運営に関する事項」の各項目のうち 「予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び、 。）

資金計画 「その他主務省令で定める業務運営に関する事項」については、中期計画に」、

対して一部遅れが見られるものの中期目標期間において達成が可能な範囲にあると判断

されたため（ ）と評価したが、その他の項目については、何れも中期計画に対して概B

ね順調に推移していると判断されたことから（Ａ）と評価した。

３ 業務運営に対する総括的な意見

センターの業務運営の改善に資するため、分科会は以下のような意見を述べた。

( ) 全体として、目標及び課題に積極的に対処した様子が見て取れる。今後、更に、セ1



ンターのコア業務とは何か等について組織全体で議論し、課題設定や期待する成果が

より一層明確にされることを期待する。

( ) 業績評価は、センター自らが国民に対する説明責任を全うする重要な機会であるこ2

とから、評価委員会に提出する資料の作成に当たっては、引き続き法人としての考え

方や過程が容易に読み取れる形で所載されることを期待する。

、 、( ) 定量的な業績指標等できる限り明確なターゲットを設定し センターとして努力し3

評価する姿勢が求められていることに十分留意されたい。

( )センターのミッション、目的等に照らした業務運営の方向性に更なる注意が払われ4

ることを期待するとともに、インプット、アウトプット、またアウトプットの代替案

の識別、更に成果としてのアウトカムの測定という基本原則を改めて認識し、業務プ

ロセスの検討、組織開発に一層取り組まれたい。



平成１５年度業務実績評価

〔林木育種センター分〕

・ 評価単位の評価シート

評価単位ごとに法人が作成し分科会に提出された評価シートであり、分科会はこれ

らを分析・調査した上で評定を行うとともに必要に応じコメントを付している。

・ 大項目の評価シート

各大項目に係る評価単位の評定を基礎として、大項目ごとに評定を行うとともに必

要に応じコメントを付している。

・ 総合評価の評価シート

全評価単位の評定を基礎として、総合評価を行うとともに必要に応じコメントを付

している。

・ 補足資料

分科会からセンターに対して補足説明を求めて得た情報である。



独立行政法人林木育種センター

平成１５年度 評価単位の自己評価シート

目 次

大項目及び評価単位 自己評価シートの
ページ

大項目：第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため
とるべき措置

評価単位①：業務の効率化 １～ ３

評価単位②：業務対象の重点化 ４～ ５

評価単位③：関係機関との連携 ６～ ９

大項目：第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する目標を達成するためとるべき
措置

評価単位④：林木の新品種の開発 １０～ １７

評価単位⑤：林木遺伝資源の収集・保存 １８～ ３１

評価単位⑥：種苗の生産及び配布 ３２～ ３９

評価単位⑦：新品種の開発等のための林木育種技術の開発 ４０～ ６３

評価単位⑧：林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び ６４～ ８１
特性評価技術の開発

評価単位⑨：海外協力のための林木育種技術の開発 ８２～ ８５

評価単位⑩：講習及び指導 ８６～ ９０

評価単位⑪：行政、学会等への協力 ９１～ ９２

評価単位⑫：成果の広報・普及の推進 ９３～ ９６

大項目：第３ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び。）
資金計画

評価単位⑬：経費節減に係る取り組み ９７～ ９８

評価単位⑭：受託収入等の増加に係る取り組み ９９～１０８

評価単位⑮：法人運営における資金の配分状況 １０９～１１６

大項目：第４ 短期借入金の限度額 １５年度該当なし

大項目：第５ 剰余金の使途 １５年度該当なし

大項目：第６ その他農林水産省令で定める業務運営に関する
事項

評価単位⑯：施設及び設備の改修・整備前後の改善効果 １１７

評価単位⑰：職員の人事に関する計画 １１８～１１９
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）業務の効率化

業務の効率化評価単位

①

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、運営費交付金を充当して行う事業について、中期目標の期間（平

成１３～１７年度。以下同じ ）中、人件費を除き、毎年度平均で少なくとも前年。

度比１％の経費節減を行うとともに、会計業務等の事務処理の迅速化・簡素化や庶

務的業務を中心とした事務処理方法の改善に努める。

１．運営費交付金を充当して行う事業については、予算の本所における一元的な執行管

理や年度途中のきめ細かな配賦等により、業務運営全般にわたって効率的な執行に努

めた。その結果、人件費及び新規予算増分（遺伝子組換え技術の実用化に必要な情報

収集等のための経費３，０６３千円）を除く業務費及び一般管理費の合計の平成１５

年度の実行額は７２２，２８６千円で、平成１４年度の実行額７２９，９０５千円に

比べて１％の減となった。

運営費交付金の実行状況 （単位：千円、％）

区 分 Ｈ１４実行額 % Ｈ１５実行額 % 前年度比
１，３１２，３５１ １，２０７，９５６ ９２人件費 64 62

０ ３，０６３ －新規予算増分 0 0.1

７２９，９０５ ７２２，２８６ ９９業務費＋一般管理費 36 37

３８６，８２８ ３８２，３７０ ９９業務費 19 20

３４３，０７７ ３３９，９１６ ９９一般管理費 17 18

２，０４２，２５６ １，９３３，３０６ ９５運営費交付金合計 100 100

２．庶務的業務を中心とした事務処理方法の改善については、職員からの改善提案等を

審議検討するための事務改善委員会を７月と１月の２回開催し、提案のあった１１件

のうち６件を採択した。このうち４件について直ちに実行するとともに、２件につい

（資料①－１）ては改善のための準備を進めた。

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

計画に沿って、経費節減及び事務処理方法の改善を実施することができたことから、

具体的指標の自己評価を「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達成割合が９

０％以上であることから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等
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・ 数値目標を達成し、事務改善に取り組んでいることは評価できるが、経費節減につ

、 。いては１％の達成に満足せず 業務の効率化等による更なる経費節減に努められたい

・ 事務処理方法の改善により、各事業の執行が円滑になることが重要であり、出先機

関などで齟齬が生じていないか検証する必要がある。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料①－１）
平成１５年度 事務処理方法の改善の具体例

項 目 内 容

１．物品管理の効率化 ・独立行政法人化以前から保有している物

品については、価格が１万円以上のものを

従来の物品管理簿により管理しており事務

が繁雑となっている。このため、価格が５

０万円以上の固定資産物品については資産

管理システムで管理し、価格が１０万円以

上５０万円未満の一般物品については、デ

ータを電子化して管理するなど、物品管理

の効率化を図った。

２．種苗配布手続きの改善 ・都道府県等の要望に基づく種苗の配布は

代金納入後に行っていたが、センター種苗

配布規程を改正し、配布についての内部決

議を終了した後、代金納入の手続きと並行

して種苗の配布を行うことにより、事務処

理日数の短縮を図り、種苗の適期配布に資

するための改善を行った。

３．会計書類の決裁における簡素化 ・育種場長まで決裁を行っている会計書類

の一部について、センター会計事務取扱要

領を改正し、連絡調整課長の決裁で処理で

きるようにした。

４．簡易な文書の電子メールによる施行 ・センター内部の会議開催通知等の簡易な

文書については、電子メールによる施行を

、 。行うことにより 事務処理の軽減を図った

（改善のための準備を実施）

５．統計等の報告様式の改善 ・毎年度、都道府県等から報告を受けて作

成する「林木育種の実施状況および統計」

、 、の一部について 使用ソフトの変更を行い

事務処理の効率化を図る。

６．旅費システム入力の簡素化 ・センター本所と各育種場の間の旅行等、

頻度が多く、かつ、ルートが限定されてい

る旅行について、出発地及び到着地の入力

のみで交通費を自動的に計算するよう旅費

システムマスタを整備し、システム入力の

簡素化を図る。
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）業務対象の重点化

業務対象の重点化評価単位

②

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、森林・林業を巡る諸課題や林木遺伝資源の利用上の重要性、確保

・保全の必要性及び海外からの協力要請を踏まえて、中期計画の第１の２に重点的

に取り組む業務を明示し、これらの業務を進める。

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上を効率的かつ効果的に推進す

るため、林木の新品種の開発、林木遺伝資源の収集・保存及び海外に対する林木育種技

術協力について、中期計画において重点化した業務を対象に１５年度計画においても重

点化して年度計画を策定し、これに基づいて着実な業務の実施に取り組んだ。

なお、具体的な取組内容は、大項目「第２ 国民に対して提供するサービスその他の

業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置」に係る評価シートによると

（資料②－１）ころである。

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

中期計画において重点化した業務に計画的に取り組むことができたことから、具体的

指標の自己評価を「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達成割合が９０％以

上であることから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ 計画を満たしている。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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業務対象の重点化について（資料②－１）

平成１５年度計画 平成１５年度の実績

２ 業務対象の重点化 「 大項目）国民に対して提供するサービス（

その他の業務の質の向上に関する目標を達

(1) 林木の新品種の開発 成するためとるべき措置」の実施項目

林木の新品種の開発を効率的かつ効果

的に推進するため、以下の業務に重点を

置いて取り組む。

○ 林木の新品種の開発

ア 成長・材質等の優れた品種、花粉 ・林業生産性の向上等に資する成長や材質等の優れた品

症対策に有効な品種及び病虫害抵抗 種の開発（成長や材質等の優れた品種、精英樹等の第

性品種の開発のための諸調査の推進 二世代品種等）

、並びに成長の優れた品種、マツノ ・花粉症対策に有効な品種の開発（アレルゲンの少ない

ザイセンチュウ抵抗性品種及びスギ スギ品種）

カミキリ抵抗性品種の開発 ・抵抗性品種等の開発（マツノザイセンチュウ抵抗性品

イ 精英樹等の第二世代品種の開発を 種、スギカミキリ抵抗性品種等）

目的とした人工交雑や検定の推進

ウ 上記の品種、雪害抵抗性品種及び

地球温暖化防止に資する品種の開発 ○ 新品種の開発等のための林木育種技術の開発

のために必要な林木育種技術並びに ・新品種の開発に必要な林木育種技術の開発（ＤＮＡ分

ＤＮＡ技術等を活用した先端的な林 析技術及び遺伝子組換え技術の開発を含む ）。

木育種技術を開発するための調査、 ・天然林を構成する有用樹種の遺伝的多様性を確保しつ

分析等の推進 つ諸形質を改良するための林木育種技術の開発

・効率的な採種園の造成・管理技術の開発

○ 種苗の生産及び配布

(2) 林木遺伝資源の収集・保存 ○ 都道府県等に対する林木育種技術の講習及び指導

国内の林木遺伝資源の利用上の重要性、

確保・保全の必要性を勘案し、林木遺伝

資源の収集・保存を効率的かつ効果的に

推進するため、以下の業務に重点的に取

り組む。

○ 林木遺伝資源の収集・保存

ア 絶滅に瀕している種、南西諸島や ・林木遺伝資源の探索・収集

小笠原諸島の自生種、枯損の危機に ・林木遺伝資源の増殖・保存

瀕している巨樹・銘木、衰退林分で ・林木遺伝資源の特性評価

収集の緊急性の高いもの及び新品種 ・林木遺伝資源の情報管理及び配布

の開発に資する利用価値の高い育種

素材の探索・収集、増殖・保存、特

性評価等の実施

イ 上記の林木遺伝資源の探索・収集 ○ 林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価、

増殖・保存、特性評価等を行うため 技術の開発

に必要な技術を開発するための調査 ・林木遺伝資源の収集、分類・同定技術の開発、

分析等の推進 ・林木遺伝資源の生息域内保存技術の開発

・林木遺伝資源の生息域外保存技術の開発

・林木遺伝資源の特性評価技術の開発

(3) 海外に対する林木育種技術協力

相手国からの協力要請を踏まえ、海外

に対する林木育種技術協力を効率的かつ

効果的に推進するため、以下の業務に取

り組む。

ア 熱帯・亜熱帯地域を中心とした海 ○ 海外の林木遺伝資源（探索・収集）

外の林木遺伝資源の探索・収集

イ 熱帯・亜熱帯地域を中心とした早 ○ 海外協力のための林木育種技術の開発

生樹種等の林木育種に関する技術協 ・林木育種技術の体系化

力を行うために必要な林木育種技術 ・品種開発のための基礎的な林木育種技術の開発

を開発するための調査、試験等の推

進

○ 海外の林木育種に関する技術指導

ウ 海外研修員の受入れ、専門家派遣

等による林木育種に関する技術指導
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）関係機関との連携

関係機関との連携評価単位

③

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、林木育種の推進に当たって、育種素材の収集等については国有林

野事業や都道府県等との連携の下に効果的な実施を図るとともに、技術開発につい

ては大学や他の独立行政法人等との連携を図る。

国有林野事業や都道府県等と連携を図り、新品種を開発するための育種素材の収集、

検定林や試験地の設定・調査等を進めた。

また、国有林野事業や都道府県、市町村と連携を図るとともに、文化庁や林木遺伝資

源の所有者の協力も得ながら、林木遺伝資源の収集・保存等を進めた。

さらに、大学や都道府県の試験研究機関、他の独立行政法人、森林管理局と共同ある

いは連携して、林木育種技術の開発のための各種試験や調査等を進めた。具体的な事例

、 、 、としては ①平成１５年度から新たに東京大学 名古屋大学及び民間企業２社と共同で

「陸域生態系の活用・保全による温室効果ガスシンク・ソース制御技術の開発」に関す

る研究を開始するとともに、②マレーシアで植林事業等を展開している民間企業及び九

州大学と共同で 「アカシア属の種間交雑に関する基礎研究」を開始するための準備に、

取り組んだ。

（資料③－１）

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

計画に沿って関係機関との連携の下に業務の効果的な実施を図ることができたことか

ら、具体的指標の評価を「達成」と評定した。本評価単位の評価は、達成割合が９０％

以上であることから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ 他の機関との共同研究を進めたことは評価できるが、更に他の独立行政法人を含む

関係機関との連携強化を期待する。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料③－１）

平成１５年度 関係機関との連携の具体例

１ 育種素材の収集

連携した機関名 具体的な内容

ン北海道森林管理局 広葉樹優良形質候補木の選抜・収集（ウダイカ
バ）

北海道森林管理局帯広分 精英樹の選抜・収集（カラマツ）
局

東北森林管理局青森分局 広葉樹優良形質候補木の収集（ブナ）

関東森林管理局東京分局 広葉樹優良形質候補木の選抜・収集（ケヤキ）

九州森林管理局 第二世代精英樹候補木の選抜・収集（ヒノキ）

広葉樹優良形質候補木の選抜・収集（タブノキ）

マツノザイセンチュウ抵抗性候補木の選抜・収集静岡県、京都府、鳥取県、
（アカマツ、クロマツ）島根県

広葉樹優良形質候補木の選抜・収集（ケヤキ）明治神宮

検定林の設定等２

連携した機関名 具体的な内容

北海道森林管理局 検定林の調査

検定林の設定（スギ）東北森林管理局

関東森林管理局 検定林の調査

検定林の設定（スギ）関東森林管理局東京分局

中部森林管理局 検定林の調査

近畿中国森林管理局 検定林の調査

四国森林管理局 検定林の調査

九州森林管理局 検定林の設定（スギ）

検定林の調査

青森県ほか計２０府県 検定林の調査データの提供（センターで解析）

試験地の設定等３

連携した機関名 具体的な内容

ミズナラの人工下種による天然林の質的改良に関北海道森林管理局
する試験地の調査

ミズナラの育成複層林における資源の循環利用に関
する試験地の調査

北方系樹木園の造成・管理

ミズナラ天然林の資源確保に関する試験地の調査北海道森林管理局旭川分
局

イチイ天然林の遺伝的構造の解明のための試験地の北海道森林管理局北見分
調査局

北海道森林管理局帯広分局 ミズナラの優良種苗等の適応性等に関する試験地の、
北海道森林管理局函館分局 調査

東北森林管理局青森分局 ブナ天然林の遺伝的構造の解明のための試験地の設
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定、調査

関東森林管理局東京分局 下刈り処理に対する反応の系統間差に関する試験地
の設定準備

ケヤキの産地試験地の調査

スギの密度試験地の調査

複層林試験地の調査四国森林管理局 耐陰性のスギ及びヒノキの

九州森林管理局 マツノザイセンチュウ抵抗性個体の現地適応試験地
の設定

スギザイノタマバエ抵抗性個体の現地適応試験地の
設定

林木の遺伝資源の収集・保存４

連携した機関名 具体的な内容

国土交通省、東京都 小笠原諸島の自生種のムニンシロダモ等の収集

絶滅に瀕しているクロビイタヤの収集北海道森林管理局

育種素材として利用価値の高いケヤマハンノキ、
ハリギリ、イタヤカエデの収集

育種素材として利用価値の高いヤチダモの収集北海道森林管理局旭川分局

育種素材として利用価値の高いイチイ、ダフリカ北海道森林管理局帯広分
カラマツの収集局

枯損の危機に瀕している巨樹・銘木のネズコ（森東北森林管理局
の巨人たち百選木）の収集

絶滅に瀕しているキタカミヒョウタンボクの収集東北森林管理局青森分局

育種素材として利用価値の高いイチイ、カヤ、ケ
ヤキ、イヌエンジュの収集

育種素材として利用価値の高いケヤキ、カヤの収関東森林管理局
集

衰退林分で収集の緊急性の高い「房総半島のゴヨ関東森林管理局東京分局
ウマツ」の収集

育種素材として利用価値の高いケヤキ、カヤの収
集

育種素材として利用価値の高いケヤキの収集中部森林管理局

育種素材として利用価値の高いケヤキ、クリの収近畿中国森林管理局
集

九州森林管理局 （社）林 絶滅に瀕しているヤクタネゴヨウの収集・保存、
木育種協会

九州森林管理局 南西諸島の自生種のヒメサザンカ等の収集

育種素材として利用価値の高いイスノキ、タブノ
キ、クロマツの収集

衰退林分で収集の緊急性の高い「房総半島のゴヨ千葉県
ウマツ」の収集

育種素材として利用価値の高いスギの収集福井県

育種素材として利用価値の高いイチイの収集鳥取県

「 」佐賀県、佐賀県武雄市 枯損の危機に瀕している巨樹・銘木の 川古のクス
（天然記念物）の収集
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「 」鹿児島県、鹿児島県高山町 枯損の危機に瀕している巨樹・銘木の 塚崎のクス
（天然記念物）の収集

北海道芽室町 枯損の危機に瀕している巨樹・銘木の「芽室公園の
カシワ （町指定文化財）の収集」

育種素材として利用価値の高いイチイの収集岩手県安代町

宮城県栗駒町 枯損の危機に瀕している巨樹・銘木の「四ノ宮のイ
チイ」の収集

秋田県中仙町 枯損の危機に瀕している巨樹・銘木の「豊栄のマツ
（アカマツ （天然記念物）の収集）」

山形県舟形町 枯損の危機に瀕している巨樹・銘木の「猿羽根楯の
親杉（スギ （天然記念物）の収集）」

枯損の危機に瀕している巨樹・銘木の「カラカサの新潟県新発田市
松（アカマツ （市指定の保存樹木）の収集）」

茨城県日立市 枯損の危機に瀕している巨樹・銘木の「助川小学校
の四代桜」の収集

育種素材として利用価値の高いイチイの収集山梨県忍野村

福岡県宇美町 枯損の危機に瀕している巨樹・銘木の「衣掛の森の
クス （天然記念物）の収集」

「 」福岡県築城町 枯損の危機に瀕している巨樹・銘木の 本庄のクス
（天然記念物）の収集

育種素材として利用価値の高いアオダモの収集北海道バット素材生産協同
組合

育種素材として利用価値の高いカヤの収集熊野鳴滝神社

林木育種技術の開発５

連携した機関名 具体的な内容

東北森林管理局青森分局、 ブナ天然林の遺伝的構造の解明のためのＤＮＡ分析
東北大学、統計数理研究所 等による共同研究

関東森林管理局東京分局 ヒノキの雄花着花量の調査

九州森林管理局 耐陰性のスギの無下刈りの影響に関する共同試験

福島県、栃木県、千葉県の スギ花粉中のアレルゲン含有量に対する環境要因の
試験研究機関、奈良県立医 影響に関する共同研究
科大学、国立相模原病院臨
床研究センター

福岡県、佐賀県、長崎県、 マツノザイセンチュウ抵抗性採種園産のクロマツ苗
熊本県、宮崎県、鹿児島県 の品質の均一化に関する共同試験
の試験研究機関

沖縄県の試験研究機関 リュウキュウマツのマツノザイセンチュウ抵抗性個
体の育成に関する共同試験

東京大学、名古屋大学、民 陸域生態系の活用・保全による温室効果ガスシンク
間企業 ・ソース制御技術の開発に関する共同研究

民間企業、九州大学 アカシア属の種間交雑に関する共同研究の準備

森林総合研究所九州支所 マツ材線虫病の病原力に関する共同研究
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）林木の育種事業

林木の新品種の開発評価単位

④

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、林業生産性の向上に資する成長や材質等の優れた品種、花粉症対

策に有効な花粉やアレルゲンの少ない品種、マツノザイセンチュウやスギカミキリ

等の虫害抵抗性品種等の開発を進め、中期目標の期間中に２５０品種を目標として

新品種の開発を行う。

また、既開発の精英樹等第一世代品種よりも一段と優れた形質を持つ第二世代品

種を開発するための精英樹同士の人工交雑、検定林の造成、特性評価等を進める。

（新品種の開発数）

１．目標の概ね４５品種に対して、初期成長の優れたスギ品種１０品種、アカマツのマ

ツノザイセンチュウ抵抗性品種１７品種、クロマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品

（資料④－種１７品種及びスギカミキリ抵抗性品種３品種の計４７品種を開発した。

１）

（林業生産性の向上等に資する成長や材質等の優れた品種の開発）

２．スギ、ヒノキ等の検定林計６４箇所における諸特性の調査や評価を進め、このうち

（資料④－関西育種基本区において初期成長の優れたスギ品種１０品種を開発した。

２）

また、①スギ、ヒノキ及びカラマツの精英樹の材質特性の調査、②第二世代品種の

（資料④－３）開発のためのスギやヒノキの精英樹を用いた２９０組合せの人工交雑

や検定林６箇所の造成、③広葉樹の用材生産用優良品種の開発のためのケヤキ、ウダ

イカンバ及びタブノキ計３７個体の優良形質候補木の選抜やつぎ木増殖、④ロウを利

用するハゼノキの優良品種を開発するためのハゼノキの優良形質候補木の結実量等調

査、含ロウ率測定及び特性評価、⑤ヒノキの耐やせ地性品種を開発するための試験木

調査やヒノキ樹脂胴枯れ病の人工接種検定等を進めた。

（花粉症対策に有効な品種の開発）

３．スギ精英樹の花粉中のアレルゲン の含有量の調査を進めるとともに、アレCry j 1
Cry j 1 Cry jルゲン の含有量の少ない精英樹等１４４クローンの花粉中のアレルゲン

の含有量の調査に着手した。2

（抵抗性品種等の開発）

４．アカマツ及びクロマツのマツノザイセンチュウ抵抗性候補木の二次検定を行い、ア

カマツ１７クローン（東北育種基本区１６クローン、関西育種基本区１クローン）及

びクロマツ１７クローン（九州育種基本区）をマツノザイセンチュウ抵抗性品種とし
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て開発する とともに、関東育種基本区のスギ３クロー（資料④－４ （資料④－５））

（資料④－６）ンをスギカミキリ抵抗性品種として開発した。

また、スギの環境緑化用品種開発のための人工交雑やアカエゾマツの特殊形質木の

特性調査等を進めた。

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １０
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １０

目標数を上回って新品種を開発できたこと、及び計画に沿って、成長や材質等の優れ

た品種、花粉症対策に有効な品種及び抵抗性品種等の開発に必要な調査や評価、人工交

、 、雑等の業務を実施することができ 本評価単位の達成割合が９０％以上であることから

「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

・ 短期間で成果を上げるのが困難な業務ではあるが、将来性はある。

・ 課題、ニーズに即した品種の開発や民有林の施業を想定した品種の開発、利用場面

を想定した特性表の公表・配布を行うことが重要である。

・ 様々な検定手法を検討し、引き続き都道府県等と連携しつつ品種開発に努められた

い。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料④－１）

（参考）新品種の開発数の経年比較

（単位：品種数）

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

成長・材質等の優れた品種

初期成長の優れたスギ品種 １０ １０

花粉症対策に有効な品種

花粉の少ないスギ品種 ５５ ５５

抵抗性品種

マツノザイセンチュウ抵抗性品種 １ ６ １７ ２４

（アカマツ）

マツノザイセンチュウ抵抗性品種 １７ １７

（クロマツ）

スギカミキリ抵抗性品種 １０ ３ １３

（スギ）

スギザイノタマバエ抵抗性品種 ３９ ３９

（スギ）

その他の品種

カラマツの耐鼠性品種 １ １

合 計 ５１ ６１ ４７ １５９

年度計画における開発目標数 ５０ ６０ ４５ １５５

（注）中期計画の５年間における開発目標数は、２５０品種である。
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（資料④－２）

平成１５年度に開発した初期成長の優れたスギ品種（１０品種）一覧

育 種 育種区 番号 品 種 名 （精英樹名）

基本区

関 西 近 畿 １ 名賀１号

２ 名賀６号

３ 名賀７号

４ 西牟婁３号

瀬戸内海 ５ 津山署４号

６ 新見署４号

７ 比婆２号

８ 山県３号

９ 庄原１号

１０ 玖珂７号
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（資料④－３）

平成１５年度に実施した第二世代品種の開発を目的とした人工交雑の実績

育 種 交配親数
基本区 育種区 樹種 創出目標 交配方式 組合せ 交雑袋

母樹 花粉親 数 数

東 北 東 部 ス ギ 成長×成長 片面ダイ １８ １８ ３６ ４６５

アレル交

（ ）配 注１

関東平野 ヒノキ 成長×成長 片面ダイ １２ １２ ２４ ９６

アレル交

関 東 配

中部山岳 ヒノキ 成長×成長 片面ダイ ６ ６ １２ ４８

アレル交

配

日本海岸 ス ギ 成長×ヤング 要因交配 ８ ８ ３２ ３２７

東・西部 率 （注２）

関 西 ス ギ スギカミキリ 片面ダイ １２ １２ ２４ ３７０

抵抗性×スギ アレル交

カミキリ抵抗 配

性

北九州 ス ギ 通直性×スギ 要因交配 １１ ６ ６６ ５５０

ザイノタマバ

九 州 エ抵抗性

南九州 ス ギ 成長×成長 要因交配 １２ ８ ９６ ５８０

合 計 ２９０

（注１）片面ダイアレル交配：成長×成長などのように、同じ形質を対象に交雑する場合に多

く用いられる交配方法で、同一のクローンを母樹と花粉親にして自殖を除く片面の組合

せを基本とする。

（注２）要因交配：成長×ヤング率などのように二つの異なる形質を対象に交雑する場合に多

く用いられる交配方法で、母樹のクローンと花粉親のクローンの総当たりによる組合せ

を基本とする。
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（資料④－４）

平成１５年度に開発したアカマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種（１７品種）一覧

育 種 育種区 番号 品 種 名

基本区

東 北 東 部 １ マツノザイセンチュウ抵抗性アカマツ精英樹上閉伊１０１号

２ マツノザイセンチュウ抵抗性アカマツ精英樹久慈１０２号

西 部 ３ マツノザイセンチュウ抵抗性アカマツ精英樹西蒲原４号

４ マツノザイセンチュウ抵抗性アカマツ精英樹三島２号

５ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（新潟）アカマツ１号

６ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（新潟）アカマツ４１号

７ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（新潟）アカマツ４７号

８ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（新潟）アカマツ４８号

９ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（新潟）アカマツ９４号

１０ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（長岡）アカマツ１１号

１１ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（長岡）アカマツ１７号

１２ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（長岡）アカマツ５５号

１３ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（長岡）アカマツ５７号

１４ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（上越）アカマツ１号

１５ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（上越）アカマツ３４号

１６ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（上越）アカマツ３９号

関 西 日本海 １７ マツノザイセンチュウ抵抗性石川（加賀）アカマツ１号

岸東部
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（資料④－５）

平成１５年度に開発したクロマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種（１７品種）一覧

育 種 育種区 番号 品 種 名

基本区

九 州 北九州 １ マツノザイセンチュウ抵抗性唐津ク－１号

２ マツノザイセンチュウ抵抗性唐津ク－４号

３ マツノザイセンチュウ抵抗性唐津ク－７号

４ マツノザイセンチュウ抵抗性唐津ク－９号

５ マツノザイセンチュウ抵抗性唐津ク－１１号

６ マツノザイセンチュウ抵抗性唐津ク－１６号

７ マツノザイセンチュウ抵抗性唐津ク－１７号

中九州 ８ マツノザイセンチュウ抵抗性河浦ク－８号

９ マツノザイセンチュウ抵抗性河浦ク－１３号

１０ マツノザイセンチュウ抵抗性天草ク－２０号

南九州 １１ マツノザイセンチュウ抵抗性佐土原ク－８号

１２ マツノザイセンチュウ抵抗性佐土原ク－１４号

１３ マツノザイセンチュウ抵抗性佐土原ク－１５号

１４ マツノザイセンチュウ抵抗性宮崎ク－２０号

１５ マツノザイセンチュウ抵抗性日吉ク－１号

１６ マツノザイセンチュウ抵抗性日吉ク－５号

１７ マツノザイセンチュウ抵抗性吹上ク－２５号



- 17 -

（資料④－６）

平成１５年度に開発したスギカミキリ抵抗性品種（３品種）一覧

育 種 育種区 番号 品 種 名

基本区

関 東 関 東 １ スギカミキリ抵抗性茨城県３９号

平 野

２ スギカミキリ抵抗性千葉県１５号

３ スギカミキリ抵抗性千葉県１９号
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）林木の育種事業

林木遺伝資源の収集・保存評価単位

⑤

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、国内の貴重な林木遺伝資源の滅失の防止や多様な育種ニーズに対

応した新品種の開発の推進を図るため、中期目標の期間中に、絶滅に瀕している樹

種や育種素材として利用価値の高い樹種等の林木遺伝資源について、概ね７，００

０点を探索・収集するとともに、増殖・保存、特性評価、情報管理及び配布を進め

る。

また、森林の減少・劣化が進んでいる熱帯・亜熱帯地域等における林木育種技術

協力のために必要な海外の林木遺伝資源について、中期目標の期間中に１００点を

目標として探索・収集する。

（探索・収集）

１．国内の林木遺伝資源について、絶滅に瀕している種等１０３点、育種素材として利

用価値の高いもの１，１８８点、その他森林を構成する多様な樹種１２１点の計１，

（資料⑤－１ （資料⑤－２）４１２点を探索・収集した。 ）

また、収集・保存の効率化及び技術の有効活用を図るため、個人等が所有する巨樹

・銘木等の後継クローンを要請に応じて増殖し里帰りさせる「林木遺伝子銀行１１０

（資料⑤－３）番」を新たに開設した。

（増殖・保存）

２．さし木増殖２１６点、つぎ木増殖２９１点、播種増殖５５点の増殖を進めるととも

に、成体（苗木）３２８点の保存園への植栽保存及び種子や花粉７７２点の貯蔵施設

（資料⑤－４）への集中保存を行った。

（特性評価）

３．成体３，８２１点の成長量や材質等の調査及び種子５６４点、花粉２０８点の発芽

率等の調査を進める とともに、調査データが蓄積され（資料⑤－５ （資料⑤－６））

たカラマツ２９５点について特性評価を行い特性表を作成した。

（情報管理）

４．新たに保存を行った１，１００点の来歴情報等の登録、特性評価を行った２９５点

の特性情報のデータベース更新及びこれら情報のホームページによる情報提供を行う

とともに、林木遺伝資源の利用の利便性向上のため作成している林木遺伝資源配布目

録を更新した。また、林木遺伝資源の配布については、試験研究を目的とした配布要

、 、 、請に対して ２７件 ３７８点の配布を行う とともに（ ）（ ）資料⑤－７ 資料⑤－８

配布に当たっては申請者との事前調整等を確実に行うことにより迅速な対応に努め
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た。

（海外の林木遺伝資源の探索・収集）

５．海外に対する林木育種技術協力のために必要な海外の林木遺伝資源について、ベト

（資料⑤ナムから、マツ属メルクシマツ４産地各５点の計２０点を探索・収集した。

－９ （資料⑤－１０））

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ ５
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ５

目標点数以上の国内及び海外の林木遺伝資源を探索・収集できたこと、及び計画に沿

って、林木遺伝資源の増殖・保存、特性評価及び情報管理等の業務を実施することがで

き、本評価単位の達成割合が９０％以上であることから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ 絶滅に瀕している種の収集・保存は極めて重要な事業であり、また、新たに取り組

んだ「林木遺伝子銀行１１０番」は機知に富んだ取り組みである。引き続き関係機関

と十分連携を取りながら進めるとともに、予算的な措置、広報活動についても前向き

に取り組まれたい。また、林木遺伝資源の配布については、積極的なＰＲを行うこと

により、利用が促進されることを期待する。

・ 海外の林木遺伝資源の探索・収集については、今後も戦略的に進めることを期待す

る。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑤－１）

平成１５年度 林木遺伝資源の探索・収集の概要

区 分 形 態 収集点数 樹 種

成体(穂木) ２４ ヤクタネゴヨウ、クロビイタヤ、キタカ

絶滅に瀕して ミヒョウタンボク

いる種 種 子 ７ キタカミヒョウタンボク、ゲンカイツツ

ジ等

計 ３１

成体(穂木) ４ ヒメサザンカ、アカミズキ等

絶滅に瀕 南西諸島及び

している 小笠原諸島の 種 子 １３ ムニンシロダモ、ウドノキ等

種等 自生種

計 １７

枯損の危機に 成体(穂木) ４９ カヤ、ケヤキ、クスノキ、スギ、アカマ

瀕している巨 ツ等

樹・銘木

衰退林分で収 成体(穂木） ５ ゴヨウマツ

集の緊急性の

高いもの 種 子 １ トウヒ

計 ６

計 １０３

成体(穂木) ５１０ イチイ、カヤ、ケヤキ、イスノキ、ヤチ

ダモ、アオダモ、クリ、ヒノキ等

育種素材として利用 種 子 ４７０ スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ、カ

価値の高いもの ラマツ、ケヤマハンノキ等

花 粉 ２０８ スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ、シ

ラカンバ、ダケカンバ等

計 １，１８８

その他森林を構成する 種 子 １２１ チドリノキ、ミヤマガマズミ、ベニドウ

多様な樹種 ダン、エゾハンノキ等

成体(穂木) ５９２

合 計 種 子 ６１２

花 粉 ２０８

計 １，４１２
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（資料⑤－２）

（参考）林木遺伝資源の探索・収集点数の経年比較

（単位：点数）

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

絶滅に瀕している種等 ２００ １７９ １０３ ４８２

育種素材として利用価値の高いもの １，２３４ １，１８７ １，１８８ ３，６０９

その他森林を構成する多様な樹種 １４９ １２９ １２１ ３９９

合 計 １，５８３ １，４９５ １，４１２ ４，４９０

年度計画における収集目標数 １，４００ １，４００ １，４００ ４，２００

（注）中期計画の５年間における探索・収集計画点数は、７，０００点である。
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（資料⑤－３）

プレスリリース
平成１５年１１月２０日

独立行政法人

林木育種センター

林 木 遺 伝 子 銀 行 １ １ ０ 番 の 開 設
－巨樹・銘木等の遺伝資源のクローン増殖サービスの開始－

１ 概要

独立行政法人林木育種センター（理事長 中道 正）では、天然記念物や巨樹、銘

木等の樹木を対象に、後継樹を無料で増殖するサービスを行う「林木遺伝子銀行１１

０番」を開設することとしました。

、 、 、この林木遺伝子銀行１１０番は 機関や個人等が所有する天然記念物や巨樹 銘木

有名木等の樹木が高齢等で衰弱している場合などで、これらの機関等から全く同じ遺

伝子を受け継いだ後継クローン苗木の増殖の要請があった場合に、挿し木や接ぎ木等

の方法により後継クローンを増殖するサービスを行うものです。

増殖したクローン苗木は、所有者へ里帰りさせるとともに、当センターでも林木遺

伝資源として保存し、また、研究材料として活用させていただくこととします。

２ １１０番の開設時期

平成１５年１２月１日

３ 増殖対象

この１１０番の開設は、林木のジーンバンク事業の一環として行うものであり、増

殖サービスの対象は、次のものを予定しています。

① 林木遺伝資源として、当センターに保存する価値を有していると考えられるもの

（天然記念物、森の巨人たち百選、これらに類するもの）で、

② かつ、高齢等の理由による衰弱が見られるなど、後継樹の増殖の緊急性が高いと

判断されるもの。

なお、樹種や樹齢等によっては、挿し木や接ぎ木等による増殖ができない場合も

あります。

４ 手続き

別紙のとおり。

担当：独立行政法人林木育種センター

遺伝資源部 丹藤、橋本

連絡先：電話 ０２９３－３２－７０４８

3809-1茨城県多賀郡十王町大字伊師
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別 紙

クローン増殖サービスの手続き

クローン増殖要請者は、最寄りの林木育種センターの本所又は育種場へ電話等で増殖

の要請を行っていただくとともに、センターの担当者と打ち合わせのうえ増殖サービス

利用申込書を提出していただきます。その後、原則として、要請者が小枝を採取して当

センターへ送付していただきます。小枝を受け取った当センターでは、挿し木や接ぎ木

等によりクローン苗木を増殖して要請者に返送し里帰りさせます。

、 、 、なお 樹種や地域により異なりますが 小枝をセンターが受け取ってから里帰りまで

通常少なくとも２年程度の期間を要します。

要請・ 増殖サービス 小枝の クローン クローン
打ち合 採取・ 苗 木 の 苗 木 の 里帰り
わ せ 利用申込書 送 付 増 殖 返 送

凡例 ：要請者
法的な手続き 保 存 活用

：林木育種
センター

クローン増殖の要請から里帰りまでの流れ図

注）小枝の採取に当たり法的に手続きが必要な場合には、原則として、要請者にその手
続きを行っていただきます。

＜クローン増殖要請先＞

地 域 最寄りの林木育種センターの本所又は育種場

福島県、関東、甲信 林木育種センター本所 担当課：遺伝資源部探索収集課
越(新潟県を除く)、 茨城県多賀郡十王町大字伊師３８０９－１
中部 電話：０２９３（３２）７０４８

北海道 林木育種センター北海道育種場 担当課：遺伝資源管理課
北海道江別市文京台緑町５６１－１
電話：０１１（３８６）５０８７

東北 福島県を除く 林木育種センター東北育種場 担当課：遺伝資源管理課（ ）、
新潟県 岩手県岩手郡滝沢村字大崎９５

電話：０１９（６８８）４８０５

近畿、北陸、中国、 林木育種センター関西育種場 担当課：遺伝資源管理課
四国 岡山県勝田郡勝央町植月中１０４３

電話：０８６８（３８）１７６７

九州、沖縄県 林木育種センター九州育種場 担当課：遺伝資源管理課
熊本県菊池郡西合志町須屋２３２０－５
電話：０９６（２４２）３１５１
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（資料⑤－４）

（参考）林木遺伝資源の増殖・保存点数の経年比較

（単位：点数）

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

増殖点数 ６１７ ５７２ ５６２ １，７５１

さし木 ３１０ １２３ ２１６ ６４９

つぎ木 １８７ ２４９ ２９１ ７２７

播 種 １２０ ２００ ５５ ３７５

保存点数 １，１０８ １，３４２ １，１００ ３，５５０

成体（苗木） ２０２ ４４２ ３２８ ９７２

種子・花粉 ９０６ ９００ ７７２ ２，５７８

（注）増殖点数は、当該年度にさし木等に着手した点数であり、成体の保存点数は、さし木

、 、 。等による増殖の後 数年間の養苗を経て 当該年度に新たに定植し保存した点数である
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（資料⑤－５）

平成１５年度 林木遺伝資源の特性調査の概要

区 分 形 態 樹 種 調査点数 特 性 調 査 項 目

スギ 樹高、胸高直径、幹曲がり、根元曲が９６４

り、針葉の形態、生枝下高、幹の萌芽

性等

成 体 ヒノキ 樹高、胸高直径、幹曲がり、根元曲が４３８

り、生枝下高等

育種素材 アカマツ、クロマツ 樹高、胸高直径、幹曲がり、根元曲が８６

として利 り

用価値の カラマツ 樹高、胸高直径、幹曲がり、根元曲が１，２１９

高いもの り、真円性、幹の完満性、材質（容積

密度、ヤング係数等 、枝の岐出角、）

枝密度、生枝下高等

その他 樹高、胸高直径等９１０

３，６１７計

種 子 スギ、ヒノキ、アカマ 発芽率、千粒重４４１

ツ、クロマツ、カラマ

ツ等

花 粉 スギ、ヒノキ、アカマ 発芽率等２０８

ツ、クロマツ等

４，２６６計

成 体 スギ(天然記念物等の 樹高、胸高直径、雄花着花性、さし木１４２

絶滅に瀕 巨樹・銘木)、クロビ 発根性

している イタヤ等

種等 種 子 ゲンカイツツジ等 発芽率、千粒重２

１４４計

その他森 成 体 ハンノキ等 樹高、胸高直径６２

林を構成

する多様 種 子 エゾハンノキ等 発芽率、千粒重１２１

な樹種

１８３計

３，８２１成 体

５６４合 計 種 子

２０８花 粉

４，５９３計
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（資料⑤－６）

（参考）林木遺伝資源の特性調査点数の経年比較

（単位：点数）

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

特性調査点数 ４，３１９ ４，５３２ ４，５９３ １３，４４４
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（資料⑤－７）
平成１５年度 林木遺伝資源の配布実績の概要

番号 利 用 目 的 樹 種 配布形態 配布点数

１ 有用広葉樹の育成に関する研究 ヤチダモ 穂 木 ２

２ 裸子植物の胚発生メカニズムの調査 カラマツ、 種 子 ２
スギ

３ アカマツ根分泌物の糸状菌生活環境制御に関 アカマツ 苗 木 １
する研究

４ 地理的変異の解明 ケヤキ 穂 木 ７９

５ 産地試験 カラマツ 種 子 ３

６ ショウロに感染したクロマツ実生苗の育成に クロマツ 種 子 １
関する研究

７ 針葉樹の進化の系統分類調査 ナギ、キタ 種 子 １３
ゴヨウ、ゴ
ヨウマツ等
６樹種

８ 水分ストレスに対する生理反応の解明 ダフリアカ 苗 木 １
ラマツ

９ 林木の生殖・繁殖特性の評価 スギ 種 子 ４

１０ 林木のアレロパシーの評価 スギ、アカ 種 子 ３
マツ

１１ ハンノキ属樹種の根粒菌定着調査 オオバヤシ 種 子 １８
ャブシ等６
樹種

１２ マツノザイセンチュウ抵抗性育種に関する研 アカマツ、 種 子 ４０
究 クロマツ

１３ ケヤキのマイクロサテライトマーカーの開発 ケヤキ 穂 木 ２

１４ 種子、花粉の形態調査 リ ュ ウ サ 種 子 ２
ン、カラマ
ツ

スギ、アカ 花 粉 ２
マツ

１５ 種子の発芽力簡便検定法の開発 トドマツ、 種 子 ９
エゾマツ等
９樹種

１６ 他産地のゴヨウマツとの成長特性の比較試験 ゴヨウマツ 種 子 １

１７ ヤナギ類の導入適応試験 シ ロ ヤ ナ 穂 木 ８
ギ、オオタ
チヤナギ等
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３樹種

１８ マイクロサテライトマーカーの分離比検定 スギ 種 子 ５

１９ マツノザイセンチュウ誘導抵抗性調査 チョウセン 種 子 ４
ゴヨウ、ス
トローブマ
ツ

２０ 菌根形成試験 アカマツ 種 子 ２

２１ 生理特性の地理的変異に関する研究 ケヤキ 穂 木 ５

２２ 種子の形態等の遺伝的な地域間変異の調査 ブナ 種 子 ２０

２３ 花粉の氷晶形成能力の調査 スギ 花 粉 １

２４ 人工交配試験 ヒノキ 花 粉 １８

２５ さし木発根性に関する研究 スギ 穂 木 ８

２６ 花粉中のアレルゲン含量調査 スギ 花 粉 １２１

２７ マツノザイセンチュウ抵抗性の遺伝性の把握 アカマツ 穂 木 ３

計 ３７８
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（資料⑤－８）

（参考）林木遺伝資源の配布実績の経年比較

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

配布件数 １０ １９ ２７ ５６

配布点数 ６３ ２３９ ３７８ ６８０
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（資料⑤－９）
平成１５年度 海外林木遺伝資源の探索・収集の概要

番号 属 名 学 名 和 名 入手国 産地、系統番号

QN1１ マツ メルクシマツ ベトナム クァンニン省、Pinus merkusii

QN2２ メルクシマツ ベトナム クァンニン省、Pinus merkusii

QN3３ メルクシマツ ベトナム クァンニン省、Pinus merkusii

QN4４ メルクシマツ ベトナム クァンニン省、Pinus merkusii

QN5５ メルクシマツ ベトナム クァンニン省、Pinus merkusii

QB1６ メルクシマツ ベトナム クァンビン省、Pinus merkusii

QB2７ メルクシマツ ベトナム クァンビン省、Pinus merkusii

QB3８ メルクシマツ ベトナム クァンビン省、Pinus merkusii

QB4９ メルクシマツ ベトナム クァンビン省、Pinus merkusii

QB5１０ メルクシマツ ベトナム クァンビン省、Pinus merkusii

LD1１１ メルクシマツ ベトナム ラムドン省、Pinus merkusii

LD2１２ メルクシマツ ベトナム ラムドン省、Pinus merkusii

LD3１３ メルクシマツ ベトナム ラムドン省、Pinus merkusii

LD4１４ メルクシマツ ベトナム ラムドン省、Pinus merkusii

LD5１５ メルクシマツ ベトナム ラムドン省、Pinus merkusii

KH1１６ メルクシマツ ベトナム カンホア省、Pinus merkusii

KH2１７ メルクシマツ ベトナム カンホア省、Pinus merkusii

KH3１８ メルクシマツ ベトナム カンホア省、Pinus merkusii

KH4１９ メルクシマツ ベトナム カンホア省、Pinus merkusii

KH5２０ メルクシマツ ベトナム カンホア省、Pinus merkusii
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（資料⑤－１０）

（参考）海外林木遺伝資源の探索・収集点数の経年比較

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

探索・収集点数 ２１ ２１ ２０ ６２

年度計画における収集目標数 ２０ ２０ ２０ ６０

（注）中期計画の５年間における探索・収集計画点数は、１００点である。
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）種苗の生産及び配布

種苗の生産及び配布評価単位

⑥

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、都道府県等における採種（穂）園の改良等の推進や適切な種苗の

生産・配布に資するため、特性表の充実・配布等による都道府県等への情報提供を

行うとともに、都道府県等からの要請に応じた新品種等の種苗（原種）の計画的な

生産・配布やアンケート調査を行う。

（精英樹特性表の充実等）

１．検定林６４箇所の調査を行い、都道府県が行う検定林の調査データとともにデータ

ベース化し、調査データの集積を進めた。

また、北海道育種基本区のアカエゾマツ及び関東育種基本区のヒノキとカラマツの

精英樹について、検定林の調査結果に基づく評価を行い 「精英樹特性表」を作成し、

て公表した。

さらに、関西育種基本区の初期成長の優れたスギ品種について「推奨品種特性表」

を作成し、育種基本区内の府県等に対して提供した。

（新品種等の種苗の生産及び配布）

２．都道府県に対して１２月末に、翌年度以降５年間の種苗配布要望の照会を行うとと

もに、花粉の少ないスギ品種等の苗木や穂木について、１森林管理局及び２０道府県

から３３２系統、８，９２２本の配布要望があり、配布の時期、内容とも全て要望ど

（資料⑥－１ （資料⑥－２ （資料⑥－３）おりに生産し配布した。 ） ）

（アンケート調査と業務への反映）

３．平成１５年度に種苗を配布した１森林管理局及び２０道府県に対して、配布した種

苗の品質や梱包の状況、林木育種技術の講習・指導、情報提供等についてのアンケー

ト調査を実施した。その結果、顧客満足度は、５段階評価で平均４．７であった。

また、平成１４年度に実施したアンケート調査の結果を踏まえて、種苗の品質管理

の徹底や実習を多く取り入れた講習会の開催に取り組んだ。

（需要に合う種苗の普及）

４．平成１４年度の業務実績の評価において 「種苗の配布に当たっては、民間林業の、

現場で求められている品種の需要をより積極的に把握し、需要に合う原種の普及に努

められたい 」との指摘があったことを踏まえ、平成１５年度は、林木育種センター。

が要望に基づいて種苗（原種）の配布を行っている都道府県に対し、各都道府県での

品種の需要の状況や民間森林所有者等の需要に応える上での課題・問題点等を把握す

るため、全都道府県を対象にしたアンケート調査を実施した アンケ。（資料⑥－４）
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ートの結果については、各育種基本区の林木育種推進地区協議会において報告、議論

を行うこととしている。

（種苗の配布価格）

５．政策・独立行政法人評価委員会から 「種苗（原種）の生産に要するコストが具体、

、 。」的に把握され 配布価格の妥当性に及ぶ評価が行われることとなることを期待する

との意見がなされたところであるが、種苗（原種）の配布価格については、林木育種

センターが新品種の開発を行うに当たって、例えば、成長・材質等の優れた品種の開

発では選抜や次代検定の一部を、マツノザイセンチュウ抵抗性品種の開発では選抜や

一次検定を都道府県等が行うなど、林木育種センターと都道府県等がそれぞれ応分の

負担をしながら堅密に連携して開発することとなっていることから、これらの成果物

を都道府県等に還元する場合は無償にすべきとの考え方もあるところである。しかし

ながら、実際の配布数量には都道府県間で少なからず開きがあり公平性を保つという

観点からも、配布用種苗（原種）の増殖に必要な費用の一部として地域の苗木取引価

格をもとにした配布単価を設定し、配布を要望する都道府県等に配布数量に応じた負

担をお願いしているところである。

具体的には、樹種及び種類（実生苗、さし木苗、つぎ木苗等）ごとに、センター本

所、各育種場及び各増殖保存園が所在する１道８県における苗木の流通価格の平均価

格をもって配布単価としており 「独立行政法人林木育種センター種苗配布規程」の、

中で金額を明記している。

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ ３
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ３

計画に沿って 「精英樹特性表」の充実、種苗の計画的な生産及び配布及びアンケー、

ト調査の実施とその結果の業務への反映に取り組むことができ、本評価単位の達成割合

が９０％以上であることから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ アンケート調査による顧客満足度は高いが、配布前の情報提供や配布方法、ニーズ

の把握等の内容についての調査にも取り組まれたい。

・ インプットからアウトプットに至る業務プロセスを把握することは、独法としての

戦略やマネジメントにつながるものであることを十分認識し、サービスや製品に対す

る原価把握及び配布価格の妥当性に関する検討が必要である。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑥－１）
平成１５年度 種苗（原種）の配布実績

番号 配布先 樹種等 数量 用途 配布要望時期
（配布年月日）

１ 北海道森 カラマツ精英樹つぎ １系統 見本園・採 １５年５月
（ ． ． ）林管理局 木苗 ２０本 種園造成用 １５ ５ １４

グイマツ精英樹つぎ １系統 見本園・採 １５年５月
（ ． ． ）木苗 １０本 種園造成用 １５ ５ １４

アカエゾマツ精英樹 ２５系統 見本園・採 １５年９月
（ ． ． ）次世代つぎ木苗 ２００本 種園造成用 １５ ９ ３０

２ 北海道 カラマツ育種母材穂 ８系統 保存園用 １６年２月
（ ． ． ）木（つぎ木用） ４８本 １６ ２ １９

カラマツ育種母材穂 ５系統 保存園用 １６年２月
（ ． ． ）木（つぎ木用） ３０本 １６ ２ ２４

３ 青森県 ヒバ精英樹穂木 ３１系統 ミニチュア １５年５月
（さし木用） ８００本 採種園造成 （１５．５．７）

用

スギ精英樹穂木 ６系統 ミニチュア １５年５月
（さし木用） ５３０本 採種園造成 （１５．５．７）

用

スギ推奨品種穂木 ４系統 ミニチュア １５年５月
（さし木用） ４００本 採種園造成 （１５．５．７）

用

スギ寒害抵抗性穂木 ７系統 ミニチュア １５年５月
（さし木用） ５５０本 採種園造成 （１５．５．７）

用

４ 岩手県 スギ精英樹穂木 ４系統 採種園改良 １５年４月
（ ． ． ）（さし木用） ３５０本 用 １５ ４ ２５

スギ推奨品種穂木 ５系統 採種園改良 １５年４月
（ ． ． ）（さし木用） ５００本 用 １５ ４ ２５

スギ推奨品種、寒害 ５系統 採種園改良 １５年４月
（ ． ． ）抵抗性穂木 ２８０本 用 １５ ４ ２５

（さし木用）

スギ寒害抵抗性穂木 ５系統 採種園改良 １５年４月
（ ． ． ）（さし木用） ２９０本 用 １５ ４ ２５

スギ寒害抵抗性、雄 １系統 採種園改良 １５年４月
（ ． ． ）花の少ないスギ穂木 ２０本 用 １５ ４ ２５

（さし木用）

スギ耐陰性穂木 ３系統 採種園改良 １５年４月
（ ． ． ）（さし木用） ３２０本 用 １５ ４ ２５

カラマツ材質優良木 ２５系統 採種園改良 １５年４月
（ ． ． ）穂木（つぎ木用） ５００本 用 １５ ４ １８

アカマツ精英樹穂木 ２系統 採種園改良 １５年４月
（ ． ． ）（つぎ木用） １００本 用 １５ ４ ２１

アカマツ推奨品種穂 １系統 採種園改良 １５年４月
（ ． ． ）木（つぎ木用） ５０本 用 １５ ４ ２１
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番号 配布先 樹種等 数量 用途 配布要望時期
（配布年月日）

５ 宮城県 スギカミキリ抵抗性 １系統 採種園改良 １５年４月、
（ ． ． ）精英樹穂木 １００本 用 １５ ４ ２２

（さし木用）

スギカミキリ抵抗性 ２系統 採種園改良 １５年４月
（ ． ． ）穂木 １５０本 用 １５ ４ ２２

（さし木用）

アカマツのマツノザ ２系統 暫定採種園 １６年２月
、 （ ． ． ）イセンチュウ抵抗性 ６０本 改良用 １６ ２ ２０

精英樹穂木

アカマツ精英樹穂木 ５系統 暫定採種園 １６年２月
（ ． ． ）（つぎ木用） １５０本 改良用 １６ ２ ２０

クロマツのマツノザ １系統 暫定採種園 １６年３月
イセンチュウ抵抗性 １０本 造成用 （１６．３．９）
穂木（つぎ木用）

６ 山形県 雄花の少ないスギさ ２系統 見本園用 １５年１２月
（ ． ． ）し木苗 ４０本 １５ １２ １

スギ精英樹さし木苗 ４系統 見本園用 １５年１２月
（ ． ． ）８０本 １５ １２ １

７ 茨城県 雄花の少ないスギつ ２３系統 ミニチュア １５年４月
（ ． ． ）ぎ木苗 ２３０本 採種園造成 １５ ４ ２４

用

８ 埼玉県 雄花の少ないスギ穂 ４系統 ミニチュア １５年５月
（ ． ． ）木（さし木用） １２０本 採種園造成 １５ ５ ２０

用

雄花の少ないスギつ ５系統 ミニチュア １６年３月
（ ． ． ）ぎ木苗 ２５本 採種園造成 １６ ３ １６

用

９ 長野県 雄花の少ないスギ穂 ４系統 採穂園造成 １５年５月
（ ． ． ）木（さし木用） ２００本 用 １５ ５ ２０

１０ 愛知県 雄花の少ないスギさ １系統 採穂園造成 １６年３月
（ ． ． ）し木苗 ２０本 用 １６ ３ １６

１１ 京都府 雄花の少ないスギ穂 ４系統 採穂園造成 １５年５月
（ ． ． ）木（さし木用） ２００本 用 １５ ５ ２８

１２ 福井県 スギのスギカミキリ ６系統 保存園用 １６年３月
（ ． ． ）抵抗性さし木苗 ４８本 １６ ３ ２７

１３ 奈良県 ヒノキ推奨品種つぎ ３系統 採種園改良 １６年３月
（ ． ． ）木・さし木苗 ４９本 用 １６ ３ １５

ヒノキ精英樹つぎ木 １系統 採種園改良 １６年３月
（ ． ． ）苗 ３本 用 １６ ３ １５
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番号 配布先 樹種等 数量 用途 配布要望時期
（配布年月日）

１４ 兵庫県 アカマツのマツノザ １２系統 採種園造成 １６年２月
（ ． ． ）イセンチュウ抵抗性 １２０本 用 １６ ２ ２５

つぎ木苗

１５ 岡山県 雄花の少ないスギさ ７系統 保存園用 １６年３月
（ ． ． ）し木・つぎ木苗 ７０本 １６ ３ １０

アカマツのマツノザ ５系統 採種園改良 １６年３月
（ ． ． ）イセンチュウ抵抗性 ３７本 用 １６ ３ １０

つぎ木苗

１６ 徳島県 雄花の少ないスギさ ３系統 採穂園造成 １６年３月
（ ． ． ）し木・つぎ木苗 ３００本 用 １６ ３ １６

スギ精英樹さし木・ ８系統 採穂園造成 １６年３月
（ ． ． ）つぎ木苗 ７４０本 用 １６ ３ １６

クロマツのマツノザ １系統 採種園造成 １６年３月
（ ． ． ）イセンチュウ抵抗性 ２０本 用 １６ ３ １６

つぎ木苗

１７ 福岡県 スギのスギザイノタ ５系統 保存園用 １６年２月
（ ． ． ）マバエ抵抗性さし木 ２０本 １６ ２ １６

苗

クロマツのマツノザ ６系統 採種園改良 １６年２月
（ ． ． ）イセンチュウ抵抗性 １２本 用 １６ ２ １６

つぎ木苗

１８ 佐賀県 スギのスギザイノタ ５系統 保存園用 １６年３月
マバエ抵抗性さし木 ３０本 （１６．３．５）
苗

クロマツのマツノザ １３系統 採種園改良 １６年３月
イセンチュウ抵抗性 ６４本 用 （１６．３．５）
つぎ木苗

１９ 熊本県 スギのスギザイノタ １系統 保存園用 １６年２月
（ ． ． ）マバエ抵抗性さし木 ５本 １６ ２ １１

苗

２０ 大分県 スギのスギザイノタ ５系統 保存園兼採 １６年２月
マバエ抵抗性さし木 ２５本 穂園造成用 （１６．２．９）
苗

スギ精英樹さし木苗 １７系統 採穂園改良 １６年２月下旬
９００本 用 （１６．３．１）

クロマツのマツノザ １１系統 採種園改良 １６年２月
イセンチュウ抵抗性 １８本 用 （１６．２．９）
つぎ木苗

２１ 鹿児島県 スギ精英樹さし木苗 ２６系統 保存園用 １６年２月中旬
（ ． ． ）７８本 １６ ２ １６

合 計 １ 森林管理局 ３３２系統
２０ 道府県 ８，９２２本
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（資料⑥－２）

（参考）種苗（原種）の配布実績の経年比較

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

4配布先機関数 ９ ２４ ２１ ５

配布系統数 １１１ ５９３ ３３２ １，０３６

配布本数 ５，９５１ ８，７８９ ８，９２２ ２３，６６２
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（資料⑥－３）

（参考）既開発品種の配布実績

年度別配布実績
開発年度 品種の分類 開発品種数

１３ １４ １５

１３ マツノザイセンチュウ抵抗性品 １ ０ ０ ０
種（アカマツ）

スギカミキリ抵抗性品種 スギ １０ ０ ０ ３（ ）

スギザイノタマバエ抵抗性品種 ３９ ０ ２９ ５
（スギ）

耐鼠性品種（カラマツ） １ ０ ０ ０

合 計 ５１ ０ ２９ ８

１４ 花粉の少ないスギ品種 ５５ ３７ １７

マツノザイセンチュウ抵抗性品 ６ ０ ０
種（アカマツ）

合 計 ６１ ３７ １７

１５ 初期成長の優れたｽｷﾞ品種 １０ ０

マツノザイセンチュウ抵抗性品 １７ ２
種（アカマツ）

マツノザイセンチュウ抵抗性品 １７ ０
種（クロマツ）

スギカミキリ抵抗性品種 スギ ３ ０（ ）

合 計 ４７ ２

（注）１．年度毎の重複は排除していない。

２．マツノザイセンチュウ抵抗性品種及びカラマツ耐鼠性品種については、一部を

除き穂木を採取する採穂木が育成途中であること等により、配布できる状況に至

っていない。
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（資料⑥－４）
育種種苗の普及のためのアンケート調査の概要

調査目的 各都道府県での品種の需要の状況や民間森林所有者

等の需要に応える上での課題・問題点等を把握する。

母集団 全国の都道府県の林木育種担当部局

標本数 ４７

標本抽出方法 全数調査

調査方法 アンケート調査票を郵送し、記入後回収する方法

回収数（回収率） ４７（１００％）

調査結果（概要） ・ 都道府県では、採種園等を造成する品種の要望に

ついて、種苗生産業者、森林組合及び森林所有者か

ら、日常の普及指導業務や種苗需給調整協議会など

の会議の場で把握している場合が多いことがわかっ

た。

・ 都道府県がユーザーの需要として把握している品

種は、主に次のとおりであった。

① 病虫害抵抗性品種（マツノザイセンチュウ、ス

ギカミキリ）

② 成長の優れた品種（スギ、ヒノキ、カラマツ）

③ 幹の通直性に優れた新種（ヒノキ、スギ）

④ 花粉症対策に有効な品種（スギ、ヒノキ）

⑤ 心材色の優れた品種（スギ、ヒノキ、ケヤキ）

・ 都道府県がユーザーの要望に応える上での課題、

問題点としては、主に次のとおりであった。

① 採種園造成から苗木供給までの期間が１０年程

度を要することから、要望と苗木供給にタイムラ

グが生じている。

② 財政面の理由から新品種の導入による採種・穂

園の造成・改良が難しく、要望に十分応えられな

い。
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）調査及び研究

新品種の開発等のための林木育種技術の開発評価単位

⑦

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、新品種等の開発に必要な系統間差異や遺伝様式等を解明するため

、 、の調査・研究及び検定・評価手法 育種年限の短縮に資する遺伝子組換え関連技術

効率的な採種園の造成・管理技術等の林木育種技術を開発するための調査・研究を

進める。

（精英樹等の第二世代品種を効果的に開発するための技術開発）

１．樹高と胸高直径の遺伝様式を解明するため、関東育種基本区のヒノキ、カラマツの

２０年次の検定データ及び関西育種基本区のスギさし木の検定データを解析した。関

東育種基本区のヒノキについては、家系と検定林の交互作用が大きく樹高と胸高直径

の遺伝率は０．１程度であることが推定され、カラマツでは５年次から２０年次まで

（資の遺伝率の変動が小さく家系選抜に伴う遺伝獲得量はほぼ同程度と試算された。

料⑦－１）

（特性評価や選抜をより合理的に行うための技術開発）

２．精英樹の利用目的別の評価・分類手法等を開発するため、柱材生産を目的とする短

伐期施業と高品質材生産を目的とする長伐期施業を想定して、それぞれに適するスギ

精英樹クローンを評価選抜するために要する検定期間について、検定データを用いて

成長パターンの解析を行った。短伐期施業に適したクローンは２０年次までのデータ

により概ね把握できるが、長伐期施業に適したクローンの把握には３０年次以上の検

定データを必要とすることが明らかになった。また、短伐期施業と長伐期施業のそれ

ぞれに適したクローンの分類に着手した。

、 、また 遺伝的な特性を総合的に予測できる系統評価・分析システムを構築するため

検定林延べ６１箇所分のデータを分析し、スギ実生検定林へＢＬＰ法（最良線形予測

法）を適用して３１２クローンの精英樹について育種価を予測した。また、スギ交配

検定林に対してはＢＬＵＰ法（最良線形不偏予測法）を適用し、交配親の育種価は家

系平均値の遺伝率に応じて最小自乗推定値を平均値に収束させた値であるとみなされ

（資料⑦－２）た。

（地球温暖化防止に資する二酸化炭素の吸収・固定能力の高い品種を開発するための技

術開発）

３．炭素固定能力の評価・検定手法を開発するため、２５年生のスギ検定林２箇所から

採取した精英樹４１クローンの試験材料を用いて木部の密度の測定を進めるととも

に、溶媒としてエタノール・ベンゼンを用いる方法によりフェノール類、リグナン類

等の抽出成分を抽出し、木部の単位絶乾重量当たりの抽出成分量の測定を進めた。ま
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た、年輪当たりの平均密度等の年輪構造の測定を進めるとともに、炭素含有率の測定

（資料⑦－３）及び検定手法の開発に着手した。

また、林野庁からの受託事業である熱帯産早生樹を対象にした炭素固定能力に関す

る調査については、インドネシア東部ジャワにファルカータの産地密度試験地及び実

生採種林を設定し活着調査を行うとともに、ファルカータの人工林地帯に３２箇所の

固定プロットを設定し毎木測定を行った。

（材質の優れた品種を効率的に開発するための技術開発）

４．振動特性の応用による非破壊的な測定技術を用いた心材含水率の簡易な材質測定技

術を開発するため、心材含水率の年次変動及び振動数の測定時期の検討を目的に、心

材含水率と樹幹内の水分分布に特徴のあるスギ精英樹７クローンについて、横打撃に

よる振動数の測定を進めるとともに、これらのクローンを選出した検定林から１５ク

（資料⑦－４）ローンの供試材料を採取して含水率の測定に着手した。

また、材質評価に必要な木部の密度やヤング率の系統間の変異等を解明するため、

スギ検定林の精英樹４１クローン及び４家系から採取した試験材料を用いて年輪幅等

の年輪構造及びヤング率の測定を進めるとともに、これまでの測定結果を用いて密度

（資料⑦－５）やヤング率の変異を明らかにするための予備的な分析に着手した。

（育成複層林施業に適合した耐陰性品種を開発するための技術開発）

５．樹下植栽時及び庇陰解除後の成長特性の系統間の差異を解明するため、平成１３年

度に上木を伐採し庇陰を解除した樹下植栽試験地のスギ精英樹４１クローンについ

て、樹高、根元直径及び枝張りの調査を進めた。また、これまでの試験結果から耐陰

性が比較的高いと推測されるスギ精英樹１９クローン及びヒノキ精英樹１２家系の現

地適応試験地において、相対照度を測定するとともに、樹高、根元直径の調査を進め

た。スギでは、耐陰性クローンの樹下植栽後２年間の樹高成長量は対照を上回り、ヒ

資ノキについては 耐陰性家系の成長率は対照と同程度かやや上回る傾向を示した、 。（

料⑦－６）

（育林コストの削減に有効な品種を開発するための技術開発）

６．下刈り処理の有無による初期成長の系統間の差異を解明するため、スギ精英樹１５

家系及びヒノキ精英樹１０家系について、下刈り処理区及び下刈り無処理区の相対照

度の測定及び樹高、根元直径、樹冠幅の調査を進めるとともに、スギの試験地につい

ては、３成長期間の成長量を算出し、下刈り処理の有無による各クローンの成長の違

いを検討した。この結果、樹高、根元直径及び樹冠幅のいずれにおいても、クローン

間に有意差は認められたが、クローンと下刈り処理の有無との交互作用に差は認めら

（資料⑦－７）れなかった。

（広葉樹の用材生産用の優良品種を開発するための基礎情報の収集）

７．ケヤキの開花・結実習性を把握するため、関東育種基本区内の５箇所において、定

点観測による開花・結実状況の調査を進め、平成１５年度は５箇所の観測点全てにお

いて開花が認められたことから、この中の計３個体から花粉を採取し、花粉の貯蔵試

験を行った。

また、ケヤキの造林初期の成長等の系統間の差異を明らかにするため、ケヤキ産地

（資料⑦－８）試験地の８１家系について、樹高及び主幹長の調査を進めた。

（抽出成分等を利用する樹種の優良品種を開発するための技術開発）

８．ロウを利用するハゼノキの優良品種の開発に必要な検定手法及び含ロウ率の効率的



- 42 -

な評価手法を確立するため、試験地３箇所の延べ５２クローンから果実を採取し含ロ

ウ率を測定するとともに、一部のクローンについて果実の樹冠内位置の違いによる含

ロウ率の差を調査した。これまでの成果と合わせ、果実収量等による選抜個体の検定

法を開発するとともに、効率的な含ロウ率の評価手法を確立し、マニュアルを作成し

（資料⑦－９）た。

また、和紙の原料であるミツマタの倍数体の育成技術を開発するため、コルヒチン

処理を行った個体について八倍体の同定を行うとともに、八倍体と同定した個体と四

倍体（正常）を用いて六倍体育成のための交雑を進めた。また、前年度の交配で得た

（資料⑦－１０）種子を土埋保存した後、播種した。

（花粉症対策に有効な品種を開発するための技術開発）

９．アレルゲン含有量の少ないスギ品種を開発するために必要なアレルゲン のCry j 2
含有量の系統間の差異を解明するため、系統間差異を評価する際に配慮すべき立地間

、 、や年次間の変動も併せて把握する目的で スギ精英樹９９クローンから花粉を採取し

（資料⑦－１１）Cry j 2含有量の測定を進めた。
また、ヒノキの花粉生産性の系統間の差異を解明するため、ヒノキ精英樹８２４ク

ローンについて雄花の自然着花性の調査を進めるとともに、６４４クローンについて

（資料⑦ジベレリンによる着花促進処理を行い、雄花の人為着花性の調査を進めた。

－１２）

（抵抗性品種を開発するために必要な技術開発）

． 、 、10 マツノザイセンチュウ抵抗性の遺伝様式を解明するため 平成１３年度に人工交配
平成１４年度に種子の採取を行ったアカマツ及びクロマツについて、交配種子を播種

した。

また、ヒノキ漏脂病抵抗性の検定技術の開発に必要な菌の接種による病害の系統間

の差異を解明するため、ＰＤＡ培地上で増殖した２種類のシステラ菌を用いて、樹幹

に接種する際の接種部位や菌の封入方法を変えたいくつかの接種方法を用いた接種試

験を行った。その結果、接種部位間では病原性の違いは認められず、また、菌そのも

（資料⑦－１３）のを封入する方が確実であると判断された。

さらに、ヒノキカワモグリガ抵抗性の検定技術の開発に必要な被害の系統間の差異

を解明するため、試験園内のスギ精英樹３１９クローンについて、虫糞の有無を基準

（資料⑦－１４）にした被害調査を進めた。

加えて、スギ雪害抵抗性の評価手法の開発と遺伝様式を解明するため、これまでに

取りまとめた検定林の調査データの解析を行うとともに、解析結果に基づく雪害抵抗

性の評価手法の開発を進めた。その結果、根元曲がりによる評価（指数・実測）が簡

便で精度も高く、かつ実績もあることから適当と判断された。また、抵抗性の遺伝様

（資料⑦－１５）式に関わる根元曲がりの狭義の遺伝率は概ね０．２と推定された。

（育種年限の短縮等を図るために必要な技術開発）

．アカマツのマツノザイセンチュウ抵抗性及び幼時の成長と連鎖したＤＮＡマーカー11
を含む領域を検出するため、マイクロサテライトマーカーの開発に着手した。候補と

なる１５１マーカーについて検討した結果、これまでに４２マーカーについて明確な

バンドパターンを示すことから利用可能であることが明らかとなった。また、昨年播

、 。種した交配家系については 連鎖地図作成のためのＤＮＡの抽出及び分析に着手した

また、ＤＮＡマーカーによる個体の識別手法を開発するため、スギ精英樹１４６ク

ローンからＤＮＡを抽出するとともに、これまでに抽出した材料についてＤＮＡの分

析を進めた。ハゼノキについては、含ロウ率が高いと期待される優良形質候補木１０
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クローンのＤＮＡを抽出するとともに、これまで抽出した２０クローンと合わせて分

（資料⑦－１６）析し、ＲＡＰＤ法による個体識別手法を開発した。

（遺伝子組換えにより新品種を開発する林木育種技術の実用化に必要な技術開発）

．遺伝子組換えに必要な優良品種の不定胚の培養系を開発するため、スギの未成熟種12
子の培養により不定胚形成能力を有する細胞の塊(エンブリオジェニックカルス)を誘

導し、さらに不定胚を誘導した。ヒノキについては、不定胚を発芽させ、発芽個体を

順化させることができた。また、アカマツ、クロマツの不定胚においても発芽させる

ことができた。

また、遺伝子導入実験については、パーティクルガン法では、遺伝子を打ち込む条

件及び遺伝子を打ち込まれる側の培養細胞の条件を確定し、遺伝子導入技術を開発し

た。アグロバクテリウム法では、クヌギで緑色蛍光タンパク質（ＧＦＰ）遺伝子を導

入した不定胚から植物体を再生させるとともに、ヒノキについては、エンブリオジェ

ニックカルスにＧＦＰ遺伝子を導入し、不定胚を誘導後、発芽させて植物体を再生さ

せた。また、スギでは、エンブリオジェニックカルスにＧＦＰ遺伝子を導入するとと

もに、クヌギ、ポプラ、ヒノキでは、再生させた植物体においてＧＦＰ遺伝子の発現

（資料⑦－１７）を蛍光実体顕微鏡で確認した。

遺伝子組換え技術の実用化に必要な情報収集等については、アメリカ合衆国、スウ

ェーデン及びフィンランドにおいて最新の情報を収集した。

農林水産技術会議事務局からの受託事業である組換え林木の安全性評価手法の開発

に関する研究については、スギの花粉飛散距離を解明するための試験地を設定すると

ともに、アレロパシー（他感作用）を評価するための手法の検討に着手した。

科学研究費補助金によるスギの花芽・花器官形成遺伝子に関する研究については、

６種類の花芽及び花器官形成遺伝子を得て塩基配列を既知遺伝子と比較したところ、

いずれも花器官の形態形成に関わっていることが示唆された。

（天然林を構成する有用樹種の遺伝的多様性を確保しつつ諸形質を改良するために必要

な技術開発）

．天然林におけるミズナラの遺伝的構造を解明するための調査・研究では、これまで13
に調査を行った９林分についてアイソザイム遺伝子をマーカーとした遺伝的パッチ構

造の大きさは１２～４４ｍと推定され、樹高・胸高直径とは正の相関がある傾向がみ

られた。また、北海道内の３３地域のミズナラについてＤＮＡの抽出を行い、葉緑体

ＤＮＡ分析に着手した。

また、天然林におけるミズナラの交配実態について花粉の有効飛散距離を解明する

ため、平成１４年度に選定したマイクロサテライトマーカーを用いた成木１２６個体

（資料⑦－１の調査及び２母樹の実生６０個体についての遺伝子型の調査を進めた。

８）

（効率的な採種園の造成・管理に必要な技術開発）

．ミニチュア採種園の造成・管理技術の開発に必要な花粉動態及び種子の自殖率を解14
明するため、黄金スギをマーカーとして利用したスギのミニチュア採種園では、２回

目の自然受粉種子を播種して黄金スギ様苗の出現率を調査し、花粉動態及び自殖率を

解明した。黄金スギ様苗の出現率は、１回目の結果と同様、中央に植栽した黄金スギ

から離れた採種木ほど低下し、その値は対数正規分布に従うこと、採種木の剪定管理

が不十分な場合には自然通風が阻害され、近隣相互個体間の交配機会が高まるため、

（資料⑦－１９）自殖率は２０％前後に達することが明らかになった。
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ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ ２２
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ２２

計画に沿って、新品種の開発に必要な林木育種技術、天然林を構成する有用樹種の遺

伝的多様性を確保しつつ諸形質を改良するための林木育種技術及び効率的な採種園の造

成・管理技術の開発に必要な調査・分析等を進めることができ、本評価単位の達成割合

が９０％以上であることから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ 各項目とも順調に成果を上げており評価できるが、研究成果の公表についても言及

されたい。

・ 育林コストの削減は極めて緊急性の高い重要な事項であり、関連する調査・研究の

成果が期待される。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑦－１）

遺伝パラメータの把握と遺伝獲得量の推定
ーカラマツ自然交配家系における２０年次までの調査結果からの事例ー

年次ごとの遺伝率の推移

樹高，胸高直径ともに、 ～ の間をほぼ横ばいで推移した。0.7 0.8

若齢時の家系選抜による 年次の遺伝獲得量の推定20

年次における遺伝獲得量は、樹高、胸高直径ともに20
年次以降ほぼ横ばいであると推定された。10
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（資料⑦－２）

遺伝特性を総合的に予測する系統評価・分析システムの構築

予測値は供試回数の違いを反映している 予測値から選抜効果を検討できる

標準化したBLP値の頻度分布 樹高による選抜の各形質における効果

供試回数が2回以下の家系（灰色部分）の値は、 胸高直径は樹高と同程度の改良が期待でき、

3回以上（白い部分）に比べ、平均値近くに分布す 根元曲がりも低下しない傾向がみられた。

る傾向がみられた。

5年次調査を
行う

10年次調査
を行う

15年次調査
を行う

20年次調査
を行う
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の値を推定
する
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15年次の系
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（資料⑦－３）
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（資料⑦－４）

横打撃法による心材含水率測定の方法 

 

 
横打撃法による測定：右手のハンマーで樹幹を打撃し、左手の加速度計で周波

数を測定する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

心材部 

打撃した際の樹幹の振動パターンから周波数を測定する。その周波数を樹幹

直径で補正して心材部の含水率を推定する。 

加速度計 
打撃による加振 

心材含水率と共振周波数
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（資料⑦－５）

ヤング率と容積密度のクローン間の変異

― スギ人工交配苗を用いた検定林から得た試料の分析結果 －

ヤング率と直径との関係

ヤング率の変異は大きいが、直径や容積密度との相関は殆ど認められなかった。

ヤング率のヒストグラム

ヤング率(tonf/cm2）
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（資料⑦－６）

耐陰性品種開発のための現地適応試験地における成果 
 

 

樹下植栽試験地における成長量調査の様子 

  

樹下植栽後２年目のスギ      樹下植栽後２年目のヒノキ 

左から2年目の成長量が多い順に並べた。
　　　　　　　　　　　　
                 ■：１年目
                 □：２年目
                 Ｔ：耐陰性クローン
                 Ｃ：対照クローン

0

10

20

30

40

T T T T T T T T T T T T T T T T T C T T

成
長
量
（
c
m
）

樹下植栽試験地におけるスギの樹高成長
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（資料⑦－７）

スギ試験地における下刈り処理の有無による各クローンの成長の違い 

ー３成長期間の結果― 

 

下刈り処理区（左側）と下刈り無処理区（右側） 

  

樹高，根元直径における 3成長期間の結果 

3成長期間における樹高成長量
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３成長期間における各クローンの成長には有意な差が認められたが，下刈り処理に対する各クローンの反応

（処理とクローンの交互作用）には差が認められなかった。 
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（資料⑦－８）

ケ ヤ キ の開花調査

開花した調査木 ケヤキの花序（雌雄同株）

図　ケヤキ開花量の経年変化
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（資料⑦－９）

 

樹冠中央部 
採取 
（各部位３房） 

健全  な房 

健全  な房 

樹冠上部 

含ロウ率の評価 

木ロウの重量をシャーレごと測定する。含ロウ率は以下の式により算出。

     含ロウ率＝（木ロウ重量（g）／果実重量（g））×１００ 

ラメートごとの３サンプルについて含ロウ率を評価し、これらの結果を平

均し、ラメートの含ロウ率とする。 

 

クローンごとに３ラメートを評価する 
ハゼノキの含ロウ率及び収穫量の評価の流れ 

３カ年間繰り返す 

ラメートごとの全房数をカウン

トする。 

収穫量を以下の式で評価 
収穫量＝全房数×平均果実数 
 

それぞれの房の全果実数をカ

ウントする。 

＊房ごとの平均果実数を得る。 

収穫量の評価 

果実 10g をランダムに３回抽出し、３

組のサンプルセットを作る。 

サンプルをミルサーで粉砕した後、２時間、90℃

の条件下、ヘキサン 100ml を溶媒としてソック

スレー法の常法にしたがって抽出する。 

抽出溶液をシャーレに移し、一晩放置して

ヘキサンを飛ばす。残存物が木ロウである。

全ての果実を混合 
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（資料⑦－１０）

 

8倍体 
4倍体 

4倍体種子 
コルヒチン処理 

人工交配 

6倍体 

 
8倍体育成 

当年生 

ミツマタ倍数体の育成技術の開発 

靭皮部の高収量が期待で
きる６倍体を育成する 
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（資料⑦－１１）

ジベレリン処理による着花促進（7月）

花粉採取（2～3月）

Cry j 2の抽出

サンドウィッチELISA法によるCry j 2の定量

Cry j 2の定量法

サンドウィッチELISA法による
発色後のプレート
（Cry j 2が多いほど強く発色）

マイクロプレートリーダーを用いて
発色の強さを測定する。

スタンダード サンプル

ジベレリン処理による着花促進（7月）

花粉採取（2～3月）

Cry j 2の抽出

サンドウィッチELISA法によるCry j 2の定量

Cry j 2の定量法

サンドウィッチELISA法による
発色後のプレート
（Cry j 2が多いほど強く発色）

マイクロプレートリーダーを用いて
発色の強さを測定する。

スタンダード サンプル
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（資料⑦－１２）

 

ヒノキ雄花着花性の調査 
 

 
ヒノキの雄花 

 

関東育種基本区のヒノキ精英樹における着花指数の頻度分布（２００３年） 
 

ジベレリン処理
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（資料⑦－１３）

ヒノキ漏脂病病原菌（システラ菌）の接種方法の概要

接種した林内の様子←

菌株をテープの色で表示し、

白色は対象を示す。

接種源の作成

①PDA傾斜培地上で25℃，全
暗条件，１ヶ月間培養す
る。

②試験管から菌叢を取り出
し，付着した余分な培地を
スパーテル等で掻き取る。
この菌叢を接種に用いる。

①

②

接種作業

①皮ポンチで穿孔する。

②菌叢を穴に入れる

③皮ポンチ片をつめ戻す。

④ビニルシートを接種点にかぶせる。

⑤テープで押さえる。

⑥完成

① ② ③

④ ⑤ ⑥

：皮ポンチ片 ，：接種源＝菌叢 ：ビニルシート，，
：テープ
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（資料⑦－１４）

調査地の全景　（山陰増殖保存園内原種園）

調査対象の虫糞　（コインは10円玉＝直径2.1㎝）

ヒノキカワモグリガの被害調査
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（資料⑦－１５）

雪害激害地と抵抗性候補木
雪害に弱いとされる松下２
号の降雪期の状態

要因交配で得た各家系
の傾幹幅平均値

MR１~MR3は花粉親、
FR1とFR2は母樹に用
いた抵抗性個体。MSと
FSはそれぞれ花粉親と
母樹に用いた感受性個
体を表す。MR1 MR2 MR3

MS

FR1
FR2
FS

0

50

100

150

200

要因交配家系の傾幹幅平均値

傾幹幅（ｃｍ）

スギ雪害抵抗性検定林の状況と被害程度の分析結果

花粉親

母
樹

抵
抗
性
候
補
木
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（資料⑦－１６）

 

抽出 
PCR 

RAPD 法による 

DNA の増幅 *アセトンによる前

処理をしたＣＴＡＢ

法 

泳動 
蛍光撮影

選抜した

32 プライ

マーによ

る識別 

ＤＮＡマーカーによるハゼノキの個体識別手法

優良品種候補木 

若芽の採取 
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（資料⑦－１７）

ヒノキの遺伝子組換え

Ａ：未成熟種子から誘導したエンブリオジェニックカルス、Ｂ： 増殖させたエンブリオ

ジェニックカルス、Ｃ： 遺伝子導入し、増殖させたエンブリオジェニックカルスの蛍光

顕微鏡写真（ＧＦＰによる緑色蛍光を発している 、Ｄ： 不定胚の誘導、Ｅ： 不定胚の）

発芽（上は組換え体。下は非組換え体 、Ｆ：Ｅと同一視野の蛍光顕微鏡写真（組換え体）

の根で緑色蛍光を発している 。）

 A B 

C D 

E F 
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（資料⑦－１８）

ミズナラ天然林における交配実態に関する研究

マイクロサテライトマーカーを用いた分析結果の一例

今後、実生個体の遺伝子型を明らかにすることによって、ミズナラ天然林における花粉

の有効飛散距離を解明できる見通しを得た。

 

中心域（4ha）
のミズナラ上
層木１３２個体
を分析

４００ｍ

２００ｍ

上芦別ミズナラ試験地の模式図  
上芦別ミズナラ試験地の林内  

 

上芦別ミズナラ試験地上層木の遺伝的多様性（中心域 4ha） 

へテロ接合体率 
遺伝子座 

対立遺伝子

数 観測値 期待値

父性排他

率 1) 

ハ－ディワインベ

ルグ平衡 

ＱｒＺＡＧ7 19 0.875 0.912 0.817 NS

ＱｒZAG30 38 0.947 0.953 0.895 NS

QrZAG87 29 0.912 0.916 0.827 NS

平均 28.7 0.911 0.927 0.846 

すべての遺伝子座を使用 0.997 

注）NS 統計的に有意な差なし    

1)片親が既知のとき,花粉親ではない個体を どの程度の確率で排除できるかを

示す。 
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（資料⑦－１９）

試験地の状況

行＼列９ ８ ７ ６ ５ ４ ３ ２ １

１｜ ① ② ① ② ① ② ① ② ①

２｜ ② ① ② ① ② ① ② ① ②

３｜ ① ② ① ② ① ② ① ② ①

４｜ ② ① ② ① ② ① ② ① ②

５｜ ① ② ① ② ★ ② ① ② ①

６｜ ② ① ② ・ ② ① ② ① ②

７｜ ① ② ① ② ① ② ① ② ①

８｜ ② ① ② ① ② ① ② ・ ②

９｜ ① ② ① ・ ・ ② ・ ② ・ 

花粉の飛散動態（区画２の事例）

図　区画２における黄金スギ花粉の飛散状況

-2
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黄金スギからの距離（m）

黄
金
ス
ギ
様
苗
の
出
現
率
（%）
の
自
然
対
数
値

内 側； r=-0.652**

外 側； r=-0.463**

自 殖

黄金スギ花粉の飛散動態（区画２の事例）
黄金スギ(★)から見て､■は内外双方の､■は内側の､■
は外側のタネで黄金スギ様苗の出現が見られた。

ミニチュア採種園の造成管理技術に関する試験

ー黄金スギを用いた花粉動態及び自殖率の推定ー

黄
金
ス
ギ



- 64 -

１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）調査及び研究

林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発評価単位

⑧

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、林木遺伝資源の収集・保存等に必要な林木遺伝資源の収集技術、

、 。分類・同定技術 保存技術及び特性評価技術を開発するための調査・研究を進める

（収集技術の開発）

１．虫媒花花粉の効率的な収集技術を開発するため、コジイ５個体、ハクウンボク、ガ

、 、マズミ エゴノキ等各１個体からヘキサンを用いる方法により花粉を抽出して収集し

（資料⑧－１ （資料⑧－３）人工培地を用いた発芽力の調査を進めた。 ）

また、微細種子の精選技術を開発するため、サツキツツジとムラサキツツジの果実

の収集及びこれら２樹種とヤマアジサイの篩を用いた種子の精選試験を行った。この

結果、樹種により異なるメッシュのサイズの篩で精選できることが明らかになった。

（資料⑧－２ （資料⑧－３））

（分類・同定技術の開発）

２．シイ属の形態的・生化学的な判別手法を開発するため、スダジイ、コジイ、オキナ

ワジイと推定される計２５林分１２８家系６２９個体の葉の表皮組織の観察を終了

し、５タイプに区分するとともに、これらの葉から抽出したＤＮＡについて、スダジ

イで開発された６つのマイクロサテライトマーカーを用いて、遺伝子型を決定した。

（資料⑧－４ （資料⑧－５））

（生息域内保存技術の開発）

３．森林生物遺伝資源保存林における林木遺伝資源モニタリング手法を開発するため、

広葉樹林内の試験地における個体の配置状況等の調査を進めるとともに、アカマツ林

内の試験地のアカマツ、モミ林内及び広葉樹林内の試験地のモミを対象として着果状

（資料⑧－６ （資料⑧－７）況の調査に着手した。 ）

、 、また ブナの生息域内保存技術の開発に必要なブナ林の遺伝的構造を解明するため

伐採後一斉に天然更新したと推定される比較的若いブナ天然林内に設定した調査地か

（資料⑧－６ （資料⑧－８）ら採取した試料について、アイソザイム分析を進めた。 ）

さらに、イチイ等の生息域内保存技術の開発に必要なイチイ等の林木遺伝資源保存

林の遺伝的構造を解明するため、イチイ及びシラカンバの各林木遺伝資源保存林内に

設定した調査地におけるアイソザイム分析の結果を用いて、遺伝的構造の分析を進め

た。その結果、アイソザイム遺伝子の空間配置においては、イチイでは集中の程度は

ごく弱く、シラカンバでは一部の対立遺伝子で集中が見られた。シラカンバについて

は、マイクロサテライトマーカーを用いて調査地内の個体のＤＮＡ分析に着手した。

（資料⑧－６ （資料⑧－８））
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（生息域外保存技術の開発）

４．南西諸島や小笠原諸島に自生する林木遺伝資源を生息域外保存するために必要な増

殖技術を開発するため、タイワンオガタマノキ、オオシイバモチ、アカミズキ、シマ

トネリコ、シマタゴの５樹種について、さし木試験を進めるとともに、平成１４年度

資料⑧－９ 資に採取し冷蔵保存していた８種１８系統の種子の発芽率を調査した。（ ）（

料⑧－１０）

また、小笠原諸島のオガサワラグワについては、組織培養試験を進め、実生苗及び

成木の腋芽シュートの増殖と発根試験を進めるとともに、さし木試験及びつぎ木試験

（資料⑧－１０）を進めた。

さらに、希少樹種であるヤクタネゴヨウを生息域外保存するために必要な種子生産

技術を開発するため、これまでに収集したクローンの中から選択した２５クローンを

用いた実験採種園を設定した。また、新たな人工交配等を進めるとともに、実験採種

園の採種木の着花性の評価に着手した なお、平成１５年度に九州。（資料⑧－１１）

森林管理局が実施したヤクタネゴヨウの採種林の造成において、林木育種センターが

この調査・研究の成果を活用した技術指導を行った。

（特性評価技術の開発）

５．生息域外保存している林木遺伝資源の若齢期における一次特性評価技術を開発する

ために必要な一次特性の評価基準を作成するため、保存園内に生息域外保存している

ケヤキ４５系統及びシイ４８系統の樹形、葉色、分岐性等の調査を進めるとともに、

ケヤキの葉色の画像解析手法について、画像のデジタル情報から効率的に色相を求め

（資料⑧－１２ （資料⑧－１３）るプログラムを開発した。 ）

また、東日本のケヤキ林分間の遺伝変異の差異を解明するため、３箇所の天然林の

、 、 、ケヤキ２２１個体について 樹形 分岐性等の形態と個体の位置を調査するとともに

アイソザイム分析を進めた。この結果、１１酵素種の１７遺伝子座で合計５５個の対

立遺伝子が推定された。１遺伝子座当たりの平均対立遺伝子数は３．２４と、比較的

（資料⑧－６ （資料⑧－１４）多様性が高いことが明らかになった。 ）

さらに、希少樹種の遺伝的多様性の評価技術を開発するため、３箇所のハナノキ集

団の６４個体について、個体の位置や株立の本数等の調査を進めるとともに、採取済

み試料を用いてＤＮＡ抽出とマイクロサテライトマーカーの開発を進めた。また、サ

、 、クラバハンノキについては 採取済み試料を用いてアイソザイム分析を行うとともに

これまでの分析結果の解析を進めた。この結果、南に分布する集団ほど遺伝的多様性

（資料⑧－６ （資料⑧－１５）が高いことが明らかになった。 ）

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ ９
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ９

計画に沿って、林木遺伝資源の収集技術、分類・同定技術、生息域内保存技術、生息

域外保存技術及び特性評価技術の開発に必要な調査・分析等を進めることができ、本評

価単位の達成割合が９０％以上であることから 「ａ」と評定した。、
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評価委員会の意見等

・ 各項目とも順調に成果を上げており評価できるが、研究成果の公表についても言及

されたい。

・ 希少樹種の生息域外保存は重要であり、関係する調査・研究の成果が期待される。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑧－１）

有機溶剤を用いて収集した虫媒花花粉

写真－１ 花から抽出し有機溶媒中に遊離した

虫媒花花粉の濾紙を用いた収集

写真－２ 収集した虫媒花花粉
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（資料⑧－２）

篩を用いて精選した微細種子（サツキツツジ）
ふるい

篩のメッシュのサイズ

２５メッシュ／インチ ４５メッシュ／インチ

６０メッシュ／インチ ＜６０メッシュ／インチ

mm１

４５－６０メッシュ／インチで種子が精選される。
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（資料⑧－３）

（参考）収集技術の開発における中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７

虫媒花花粉の収集技術 虫媒花花粉の収集試験 ○ ○ ○ ○

の開発 収集した花粉の発芽力の調査 ○ ○ ○ ○ ○

虫媒花花粉の収集技術の開発 ○

微細種子の精選技術の 微細種子の収集 ○ ○ ○ ○

開発 微細種子の精選試験 ○ ○ ○ ○

微細種子の精選技術の開発 ○

（注）平成１３年度～１５年度までは実績を、平成１６年度～１７年度は計画を表す。
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（資料⑧－４）

スダジイとコジイのマイクロサテライト遺伝子座における対立遺伝子頻度の分布

典型的なコジイの葉の表皮組織細胞の層数は１層、スダジイは２層である。同一葉内に

１層と２層が混ざり合った個体（中間タイプ）が観察される。中間タイプを、１層の割合

が多いコジイに近い中間型、２層の割合が多いスダジイに近い中間型、１層と２層の割合

がほぼ等しい中間型に区分した。

Ｃ１遺伝子座における対立遺伝子頻度
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Ｃ５遺伝子座における対立遺伝子頻度
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コジイ（１層）

コジイに近い中間型（１層＞２層）

中間型（１層≒２層）

スダジイに近い中間型（１層＜２層）

スダジイ（２層）
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（資料⑧－５）

（参考）分類・同定技術の開発における中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７

形態的な判別手法 堅果形態の調査 ○ ○

葉の表皮組織の調査 ○ ○ ○

生化学的な判別手法 ＤＮＡ分析 ○ ○ ○

シイ属の種及び個体の識別手法の開発 ○ ○

（注）平成１３年度～１５年度までは実績を、平成１６年～１７年度は計画を表す。
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（資料⑧－６）

林木遺伝資源の生息域内保存技術の開発とその活用の概念図

 
わが国の林木遺伝資源の生息域内保存

林木遺伝資源 
保存林 

森林生物 
遺伝資源保存林

森林生態系 
保護地域 

これらの永続的な保存（と利用） 
↑ 

林木のジーンバンク事業 

天
然
林 

 

具体的な施業指針作成への資料の提供

 

地理的な遺伝変異 
 

集団間の遺伝的分化 

集団内の遺伝変異 

長期的推移 
（モニタリング）

遺伝構造 

ケヤキ【有用広葉樹】  
アイソザイムマーカーの遺伝情報を用い

た林分間の遺伝変異の差異の解明 

 
 
サクラバハンノキ等【希少樹種】 
アイソザイムマーカー、DNAマーカーの

遺伝情報を用いた遺伝的多様性の評価 

ブナ【有用広葉樹】  
アイソザイムマーカー等

の遺伝情報を用いた遺伝

的構造の解明 

 
イチイ等【地元要請】

アイソザイムマーカー、

DNA マーカー、雌雄性の

遺伝情報を用いた遺伝的

構造の解明 

主要樹種における、個

体の位置、樹高、着果

状況、遺伝的構造等の

変化の調査によるモニ

タリング手法の開発 
 

生息域内保存技術の開発 
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（資料⑧－７）

（参考）林木遺伝資源モニタリング手法の開発における中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７

アカマツ林 調査地設定 ○

配置状況・樹高等調査 ○ ○

着果状況調査 ○ ○ ○

モミ林 調査地設定 ○

配置状況・樹高等調査 ○ ○

着果状況調査 ○ ○ ○

広葉樹林 調査地設定 ○

配置状況・樹高等調査 ○ ○

着果状況調査 ○ ○ ○

モニタリング手法の開発 ○

（注）平成１３年度～１５年度までは実績を、平成１６年度～１７年度は計画を表す。
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（資料⑧－８）

（参考）ブナ、イチイ及びシラカンバの生息域内保存技術の開発に係る

中期計画の年度別進捗状況

樹 種 調査対象等 実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７

ブナ 天然林 調査地の設定 ○

個体の配置状況等調査 ○ ○

アイソザイム分析等 ○ ○ ○

遺伝的構造の解明 ○ ○

イチイ 林木遺伝資源保存林 調査地の設定 ○

個体の配置状況等調査 ○

アイソザイム分析 ○

個体の雌雄調査 ○

上記の分析結果による ○ ○

遺伝的構造の分析

遺伝的構造の解明 ○

シラカンバ 林木遺伝資源保存林 調査地の設定 ○

個体の配置状況等調査 ○

アイソザイム分析 ○

上記の分析結果による ○ ○

遺伝的構造の分析

ＤＮＡ分析 ○ ○ ○

遺伝的構造の解明 ○ ○

（注）平成１３年度～１５年度までは実績を、平成１６年度～１７年度は計画を表す。
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（資料⑧－９）

南西諸島樹種のさし木試験及び実生繁殖試験

タイワンオガタマノキの オオシイバモチのさし木試験

恒温器内でのさし木試験 （さし付け後約５ヶ月の発根状況）

（この方法により発根率が向上）

実生繁殖試験（播種後約６ヶ月の状況）

左：オキナワシャリンバイ 右：ボチョウジ
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（資料⑧－１０）

（参考）南西諸島及び小笠原諸島自生樹種の増殖技術の開発における

中期計画の年度別進捗状況

１．南西諸島樹種のさし木試験、実生繁殖試験の実施状況

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

さし木試験において発根が認められ ２ ４ ３ ９

た樹種数（注１）

実生繁殖試験において発芽が認めら １ ９ ６ １５

れた樹種数（注２） （注３）

計 ２２

（注４）

（注１、注２）それぞれ平均発根率が１０％以上、平均発芽率が１０％以上のものを計上

した。

（注３）累計欄の数値は、年度間の重複（同一樹種の別母樹から採取した種子による繁殖

試験を別年度に実施したため ）を除いた樹種数を表す。。

（注４）計欄の数値は、さし木試験と実生繁殖試験との重複を除いた樹種数を表す。

２．オガサワラグワの増殖技術の開発の実施状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７

組織培養試験 ○ ○ ○ ○

さし木等の試験 ○ ○

増殖技術の開発 ○

（注）平成１３年度～１５年度までは実績を、平成１６年度は計画を表す。
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（資料⑧－１１）

（参考）ヤクタネゴヨウの種子生産技術の開発における中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７

実験採種園の設定 ○ ○ ○

人工交配に必要な試験（花粉の貯蔵試験等） ○

人工交配 ○ ○

実験採種園の採種木の特性評価 ○ ○ ○

種子生産技術の開発 ○

（注）平成１３年度～１５年度までは実績を、平成１６年度～１７年度は計画を表す。
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（資料⑧－１２）

開発したプログラムを用いて試行的に求めたケヤキ葉色の色相

写真－１ 紅葉色の赤いケヤキ 写真－２ 紅葉色の黄色いケヤキ

（色相 ） （色相 )0.038 0.099

図－１ 色相環と写真－１、２での色相

0

0.50

0.038

0.0990

0.50

0.038

0.099
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（資料⑧－１３）

（参考）ケヤキ及びシイの林木遺伝資源の若齢期における一次特性評価技術の開発に係る

中期計画の年度別進捗状況

樹 種 実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７

ケヤキ 一次特性調査 ○ ○ ○ ○

葉色の画像解析手法の開発 ○ ○ ○ ○

一次特性の調査項目と評価基準の作成 ○ ○

シイ 一次特性調査 ○ ○ ○

一次特性の調査項目と評価基準の作成 ○ ○

（注）平成１３年度～１５年度までは実績を、平成１６年度～１７年度は計画を表す。
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（資料⑧－１４）

（参考）東日本のケヤキ林分間の遺伝変異の差異の解明における

中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７

試験地設定 ○ ○ ○ ○

分析材料の採取 ○ ○ ○ ○

樹形等の調査 ○ ○ ○ ○

アイソザイム分析 ○ ○ ○ ○

林分間の遺伝変異の差異の解明 ○ ○

（注）平成１３年度～１５年度までは実績を、平成１６年度～１７年度は計画を表す。
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（資料⑧－１５）

（参考）サクラバハンノキ及びハナノキの遺伝的多様性の評価技術の開発における

中期計画の年度別進捗状況

樹 種 実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７

サクラバハンノキ 調査地設定 ○ ○

個体の配置状況等調査 ○ ○

分析用試料の採取 ○ ○

アイソザイム分析 ○ ○

遺伝的多様性の評価技術の開発 ○

ハナノキ 調査地設定 ○ ○ ○

個体の配置状況等調査 ○ ○ ○

分析用試料の採取 ○ ○ ○ ○

ＤＮＡ分析 ○ ○ ○ ○

遺伝的多様性の評価技術の開発 ○

（注）平成１３年度～１５年度までは実績を、平成１６年度～１７年度は計画を表す。
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）調査及び研究

海外協力のための林木育種技術の開発評価単位
⑨

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、熱帯・亜熱帯地域等における林木育種技術協力のために必要な熱
帯産等早生樹種等のクローン化技術、若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術等を開発
するための調査・研究を進める。

（熱帯産等早生樹種の育種技術の体系化）
１．ウルグアイ及びインドネシアで行われた林木育種計画プロジェクトと日本の精英樹
選抜育種事業の各育種体系の分析結果に基づき、早生樹種の導入育種を行う際の育種
技術体系の骨子を作成する とともに、交雑育種や個体選抜のクローン（資料⑨－１）
育種に重点を置いたベトナム及び中国の育種現況について調査を行った。

（品種開発のための基礎的な林木育種技術の開発）
２．アカシア属等のクローン化技術を開発するため、ウロフィラユーカリ及びグランデ
ィスユーカリのつぎ木試験、グランディスユーカリ及びカマバアカシアのさし木試験
並びにアカシアマンギウム、カマバアカシア、ウロフィラユーカリ及びグランディス

（資料⑨－２）ユーカリのとり木試験を進めた。
また、アカシア属等の若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術を開発するため、アカシ
アマンギウムについて剪定の強さと着花性の関連を調べるための試験を開始するとと
もに、採種園の着花結実習性を把握するため、アカシアマンギウム等の着花状況及び

（資料⑨－３）開花ステージの詳細な調査を進めた。
さらに、アカシア属等の種子の保存可能期間を解明するため、低温及び常温で貯蔵
している１１種２２系統についての発芽試験を進めた。

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ ４
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ４

計画に沿って、熱帯産等早生樹種の林木育種技術の体系化を行うためのプロジェクト

事例の情報収集・分析を行い、育種技術体系の骨子を作成するとともに、基礎的な林木

育種技術の開発に必要な試験等を進めることができ、本評価単位の達成割合が９０％以

上であることから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ 成果を上げるには長期間、継続して調査・研究を行うことが必要である。

・ 今後、熱帯・亜熱帯地域以外の地域における調査・研究にも取り組まれることを期

待する。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑨－１）

早生樹種の導入育種を行う際の育種技術体系の骨子の概要

樹種別、産地別、家系別の種子導入

(1)次世代集団を実生採種園とする循環選抜育種
　　世代交代による育種効果は小さいが、短い周期で次世代化が可能。また低い技術と少ない労力で実施できる。
　
(2)プラス木クローン化したクローン採種園を用いる場合
　　両親がプラス木のため世代交代による育種効果が大きいが、次世代化に長期を要する。また、クローン化に
　高い技術と労力がかかる。

樹種、産地（家系）別の適応試験地
地域B

プラス木選抜プラス木選抜

樹種、産地（家系）別
の適応試験地

地域A

優良家系
品種の創出

優良ｸﾛｰﾝ
品種の創出

種間雑種
品種創出

プラス木選抜

ﾌﾟﾗｽ木
ｸﾛｰﾝ増殖

　　　　　　　　

実生採種園の自然交配による
循環選抜育種が基本

クローン育種

プラス木の種子を取り
育成

（実生採種園 ）

つぎ木・
挿し木で
増やす

ｸﾛｰﾝ採種園

自然交配､
後代家系

プラス木選抜

　

…

循環選抜育種

循環選抜育種

造林

更なる育種
の可能性

樹種、産地（家系）別
の適応試験地

地域C

プラス木選抜
　

自然交配、
後代家系

次世代集団

次世代集団

短
期
間
・
育
種
効
果

小

育
種
効
果

大
・
長
期
間

造林
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（資料⑨－２）

活着し、伸長したつぎ穂
（ウロフィラユーカリ）

１．つぎ木の活着試験 ２．さし木の発根試験

発根したさし穂
（カマバアカシア）

３．とり木試験

とり木処理中の枝
（アカシアマンギウム）

拡大した発根部
左はビニールを外したところ
（アカシアマンギウム）

つぎ木部分

アカシア属等のクローン化技術の開発
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（資料⑨－３）

中台丸刈仕立
（カマバアカシア）

アカシア属等の採種（穂）園の整枝・剪定技術の開発

開芯型
（アカシアマンギウム）

変則主幹型
（アカシアマンギウム）

１．採種園の樹型誘導試験

２．採穂園の樹型誘導試験

目的：良質な種子を継続して生産する

目標：樹冠全体が十分陽光を受け、花が多く着く
採種・管理などの作業が能率良く安全に出来る

目的：無性繁殖に適した穂木を継続して生産する

目標：採穂台木からシュートが多く出る
採穂・管理などの作業が能率良く安全に出来る

（模式図）

自然型 開芯型変則主幹型

（模式図）

自然型 中台丸刈

採種木

採穂台木

☆若齢のうちに断幹し高さを一定にする
☆樹木の特性などに合わせ、

円筒形や円錐形に仕立てる

☆若齢のうちに断幹し高さを一定にする

当年枝
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）講習及び指導

講習及び指導評価単位

⑩

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、都道府県等における採種（穂）園の改良等を通じて新品種等の利

用が促進されるよう、採種（穂）園の改良技術等の林木育種技術についての指導や

講習会の開催を行う。

また、海外研修員に対する技術指導や専門家の派遣等を行う。

（都道府県等に対する林木育種技術の講習及び指導）
１．新品種等の利用が促進されるよう、育種基本区ごとに開催される林木育種推進地区
協議会等において、採種（穂）園の造成・改良や管理方法等についての指導を１５回

、 、 、 （ ）行うとともに 林木育種技術に関する講習会の開催２９回 現地指導５９回 来所 場
（資料⑩－１ （資料⑩－２）者への指導４５回等を実施した。 ）

（海外の林木育種に関する技術指導）
２．海外３０カ国・地域の８７人及び国内の派遣予定者等１１人の研修員を受け入れ、
それぞれの目的等に応じたプログラムによる技術指導を行うとともに、西表熱帯林育

（資料種技術園等において国内の大学、研究機関等からの研修員等の受入を行った。
⑩－３）
また、長期専門家１名及び短期専門家８名の専門家派遣を行うとともに、林木育種
プロジェクトの技術分野専門家への技術支援を行った。

（資料⑩－４）

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ ２
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ２

計画に沿って、都道府県等に対する講習・指導及び海外の林木育種に関する技術指導

を実施することができ、本評価単位の達成割合が９０％以上であることから 「ａ」と、

評定した。

評価委員会の意見等

・ 講習会の回数が増加する等積極的に取り組んでおり評価できる。ただし、講習等の

内容については、個別の技術のほか林木育種の基本的な考え方に関する内容を盛り込

む等更なる工夫をする必要がある。また、受講する側と指導する側の双方の課題や問

題点を可能な限り把握し、その後の講習・指導に反映させるよう努められたい。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑩－１）

平成１５年度 講習及び指導の実施状況の概要

講習・指 対象者 人数又は 講習・指導の内容（例示）

導形態 回数

（回数）

会議での 都道府県担当者 １８９人 採種（穂）園の造成、管理方法

指導 森林管理局署担当者 ６１ ミニチュア採種園の造成方法

１５回 試験研究機関研究者 ２９ 広葉樹の育種方法（ ）

団体 １２ マツノザイセンチュウ抵抗性育種方法

民間会社 ３ アカマツ風景林の施業方法

その他 １９ 種子の貯蔵方法

（計） ３１３人 遺伝子保存林の取り扱い方法（ ）

等

講習会 都道府県担当者 ２０３人 採種（穂）園の設計と管理方法

２９回 森林管理局署担当者 ２３ 広葉樹の育種方法（ ）

試験研究機関研究者 ４ マツノザイセンチュウ抵抗性育種方法

種苗生産業者 １４７ ＤＮＡマーカーによるクローン識別方法

その他 ２４１ 採穂、貯蔵及びつぎ木の方法

（計） ６１８人 検定林のデータ解析・評価方法 等（ ）

現 地 ( 巡 都道府県担当者 ３０回 採種（穂）園の管理方法

回)指導 森林管理局署担当者 １８ スギミニチュア採種園の設計、造成

５９回 緑資源機構 ３ ヒバ優良樹の選抜方法（ ）

その他 ８ マツノザイセンチュウ抵抗性育種技術

カラマツ遺伝子保存林の間伐方法

（計） ５９回 育苗技術 等（ ）

文書での 都道府県担当者 ２７回 スギ遺伝子保存林の間伐方法

指導 森林管理局署担当者 ３ スギミニチュア採種園の設計、造成

３４回 その他 ４ 採種園改良ファイルの操作方法（ ）

ヒバ優良樹の選抜方法

（計） ３４回 検定林の調査方法 等（ ）

来所(場) 都道府県担当者 ４３人 ミズナラ天然林の遺伝構造の解析手法

者への指 森林管理局担当者 ４０ 育苗技術及び苗畑技術

導 大学・高校生等 １３１ つぎ木方法

４５回 民間会社 １ マツノザイセンチュウ抵抗性育種方法（ ）

その他 ６６ 検定林の調査・統計解析方法

交配方法

ＤＮＡの分析技術

（計） ２８１人 広葉樹穂木の採取方法 等（ ）
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（資料⑩－２）

（参考）講習・指導の実施状況の経年比較

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

会議での指導 １５回 １１回 １５回 ４１回

２５０人 ２５８人 ３１３人 ８２１人

講習会 １２回 １２回 ２９回 ５３回

１９８人 １６０人 ６１８人 ９７６人

現地（巡回）指導 ２７回 ２８回 ５９回 １１４回

文書での指導 １３回 ４８回 ３４回 ９５回

来所（場）者への指導 １５回 ３４回 ４５回 ９４回

４６人 ２３６人 ２８１人 ５６３人

（注）上段は講習会等の実施回数、下段は参加人数。
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（資料⑩－３）
平成１５年度 海外等研修員受入実績

地 域 国 名 人数 プロジェクト名等 研 修 科 目

アフリカ アルジェリア １ 森林保護地域等の管理経営コース 熱帯林育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業

エチオピア ２ 森林保護地域等の管理経営コース 熱帯林育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業

ガーナ １ 持続可能な森林経営の実践活動促進 育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業
コース

セネガル ６ セネガル沿岸地域植林計画ほか 熱帯樹の育苗、無性繁殖ほか

タンザニア １ 持続可能な森林経営の実践活動促進 育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業
コース

ブルキナファソ ４ ブルキナファソ国立森林種子センタ 熱帯林育種概論、ｱｲｿｻﾞｲﾑ分析
ー地方森林種子局支援計画 ほか

マダガスカル １ 持続可能な森林経営の実践活動促進 育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業
コース

マラウイ ３ 森林造成技術者育成コースほか 遺伝資源保全、熱帯林育種概論
ほか

アジア インドネシア １１ インドネシア林木育種計画 ほ 育種概論、統計解析手法、無性F/U
か 繁殖技術ほか

カンボジア ５ カンボジア森林分野人材育成計画ほ 育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業ほか
か

タイ ２ 東北タイ造林普及計画Ⅱ 育種概論、無性繁殖、採種穂園
設計ほか

中国 ２３ 日中協力林木育種科学技術センター 育種概論、抵抗性育種、育苗技
計画ほか 術ほか

ネパール １ 持続可能な森林経営の実践活動促進 育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業
コース

フィリピン ２ 熱帯林育種概論、ジーンバンク事業 育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業

ベトナム ２ ベトナム北部荒廃流域天然林保全計 熱帯林育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業
画ほか

マレイシア ２ 森林保護地域等の管理経営コース 熱帯林育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業

ミャンマー １ エーヤーワディ・デルタ住民参加型 熱帯林育種概論
マングローブ総合管理計画調査

モンゴル １ 森林保護地域等の管理経営コース 熱帯林育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業

ラオス ３ 持続可能な森林経営の実践活動促進 熱帯林育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業
コースほか ほか

韓国 ２ 韓国マツノザイセンチュウ防除団ほ ﾏﾂﾉｻﾞｲｾﾝﾁｭｳ抵抗性育種
か

中南米 アルゼンチン ２ 森林造成技術者育成コース 遺伝資源保全、熱帯林育種概論

キューバ １ 森林保護地域等の管理経営コース 熱帯林育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業

チリ １ 持続可能な森林経営の実践活動促進 育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業
コース

ニカラグア ２ 持続可能な森林経営の実践活動促進 育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業
コースほか

パナマ ２ パナマ運河流域保全計画 無性繁殖技術

パラグアイ １ 森林保護地域等の管理経営コース 育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業

ブラジル １ 森林保護地域等の管理経営コース 育種概論、ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸ事業

ハイチ １ 森林造成技術者育成コース 遺伝資源保全、熱帯林育種概論

欧州 ロシア １ 育種技術視察 林木育種概論

北米 アメリカ １ セッション２００３ カラマツ交雑IIUFRO-OAK

日本 １１ 海外派遣技術者国内研修ほか 熱帯林育種、発芽処理、無性繁
殖ほか

計 ３１カ国 ９８
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（資料⑩－４）

（参考）海外研修員等受入実績及び専門家等派遣実績の経年比較

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

海外等研修員の受入

海外研修員 ３２カ国 ３０カ国 ３０カ国

・地域 ・地域 ・地域

７９人 ８２人 ８７人 ２４８人

国内研修員 ７人 １０人 １１人 ２８人

専門家等の派遣

長期専門家 ２人 ３人 １人 ６人

短期専門家 ７人 ８人 ８人 ２３人

調査団員等 ３人 ４人 ０人 ７人
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）行政、学会等への協力

行政、学会等への協力評価単位

⑪

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、国や都道府県等からの要請に応じて、各種委員会等へ林木育種の

専門家として参画するとともに、関連学会の活動への協力を行う。

林木育種の専門家として、森林管理局の技術開発委員会、都道府県の林業用種苗需給

調整協議会、国際協力事業団（平成１５年１０月から独立行政法人国際協力機構）の森

林・林業プロジェクト国内委員会等に参画した。

また、日本林学会の評議員や機関誌の編集委員、日本花粉学会の評議員、国際森林研

究機関連合（ＩＵＦＲＯ）の国際研究集会「 」の組織委員会委員等として、Larix 2004
学会等の活動に参画・協力した。

（資料⑪－１）

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

林木育種の専門家として、各種委員会、協議会、学会等への参画を行うことができた

ことから、具体的指標の自己評価を「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達

成割合が９０％以上となることから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ 各種委員会、学会等への参画、協力に配慮しているが、更に活発に取り組むことを

期待する。また、その成果や波及効果にも留意されたい。

・ 国民に対する重要な便益の提供につながるものであることから、より明確な業績目

標の設定に取り組まれたい。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑪－１）
平成１５年度 行政、学会等への協力の具体例

１ 行政等への参画

主催機関等 参 画 し た 委 員 会 等

林野庁 「林業研究開発推進ブロック会議 （北海道、東北、関東・中部、」
近畿・中国、四国、九州の各ブロック 「技術開発委員会 （北海）、 」
道、関東、近畿中国、四国の各森林管理局 「那須街道アカマツ風）、
景林整備検討会 （塩那森林管理署）等」

他省庁 「科学技術・学術審議会技術士分科会 （文部科学省 「日本学術」 ）、
会議育種学研究連絡委員会 （総務省）等」

都道府県 「林業用種苗及び緑化木需給調整協議会 （北海道・東北、関東、」
東海・北陸、近畿、中国、四国、九州の各地区 「林業用種苗需給）、
調整協議会 「林木育種事業打ち合わせ会議 「農林水産技術協議」、 」、
会林業部会 「林業（林産）試験研究機関連絡協議会 （北海道、」、 」
東北、関東中部、関西、九州の各地区 「ナナカマド種苗特性分類）、
調査検討委員会 （北海道）等」

国際協力事業団 「森林環境協力委員会 「中国四川省森林造成モデル計画国内委員」、
（国際協力機構） 会」

その他各種法人等 「全国山林苗畑品評会 （ 社）全国山林種苗協同組合連合会 「樹」（ ）、
木医研修カリキュラム検討委員会 （ 財）日本緑化センター 「子」（ ）、
ども樹木博士認定活動推進協議会 （ 社）全国森林レクリエーショ」（
ン協会）等

２ 学会等への協力

協力した学会等 協 力 し た 委 員 会 等

日本林学会 評議員会 「森林科学」編集委員会、

北海道支部 評議員会、幹事会

関東支部 役員会

関西支部 役員会

九州支部 役員会 「九州森林研究」編集委員会、

日本育種学会 「 」編集委員会Breeding Science
日本花粉学会 評議員会

東北森林科学会 理事会 「東北森林科学会誌」編集委員会、

林木育種協会 「林木の育種」編集委員会、林木育種賞等選考委員会

北海道林木育種協会 「北海道の林木育種」編集委員会

茨城県林業改良普及 「林業いばらき」編集委員会
協会

国際森林研究機関連 国際研究集会「 」の組織委員会、諮問委員会Larix 2004
合（ＩＵＦＲＯ）
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）成果の広報・普及の推進

成果の広報・普及の推進評価単位

⑫

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、開発した新品種等の成果の普及を図るため、マスメディア等を通

じた公表、ホームページや技術情報誌等への掲載、パンフレットの作成・配布等を

進める。

１．新品種の開発の成果等について、プレスリリースや取材対応により新聞社等への情

報提供を行った。

具体的には、平成１５年度に東北、関西及び九州の各育種基本区において開発した

アカマツ及びクロマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種計３４品種について、農林

水産省及び各育種基本区内の関係県等においてプレスリリースを行うとともに、セン

ターのホームページにその内容を掲載した。また、定期的に発行しているセンターの

広報誌及び技術情報誌への掲載及びパンフレットの作成を行い、関係機関等に配布し

た。さらに、平成１５年度に関西育種基本区において開発した初期成長の優れたスギ

品種１０品種及び関東育種基本区において開発したスギカミキリ抵抗性品種３品種に

ついても、ホームページや広報誌等への掲載及び関係機関等への配布を行った。

． 「 」２ 巨樹・銘木等の遺伝資源のクローン増殖サービスを行う 林木遺伝子銀行１１０番

の開設については、開設日前に、農林水産省の記者クラブ等において記者発表を行う

とともに、各育種基本区内においてプレスリリースを行った。また、テレビ放送局や

一般新聞、業界紙等からの問い合わせ、取材申し込みに対して速やかに対応を行うと

ともに、センターのホームページへの掲載及び広報誌、技術情報誌への掲載と関係機

関等への配布を行った。これらの結果、ＮＨＫ総合テレビの全国版ニュース等で放映

・紹介されるとともに、一般新聞、業界紙及び雑誌等で当該増殖サービスの内容等が

記事として掲載され、一般に広く紹介された。これらの広報活動により、当該１１０

番の開設以降、平成１６年３月３１日までの間に、各育種場を含むセンターにあった

増殖要請は計３１件となっている。

３．その他林木育種技術の開発の成果については、ホームページや技術情報誌、広報誌

等に適時に掲載し情報提供を行った。

（資料⑫－１ （資料⑫－２））

４．センターのホームページについては、その内容の一層の充実を図るための検討を加

え、センター内に、ホームページの掲載内容や更新方法について検討するための担当

者レベルの委員会を設置しホームページの管理運営体制を強化するとともに、掲載内

容の充実及び円滑な更新等を推進するためのホームページ運営要領を策定した。

また、具体的な掲載内容の充実については 「よくある質問と答え（ＦＡＱ 」のコ、 ）
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ーナーを新たに設置し、一般のアクセス者や都道府県の担当者等からこれまでに聞か

れた質問及びそれに対する回答をＱ＆Ａ形式で掲載した。

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

計画に沿って、一般新聞等への情報提供、ホームページや広報誌への掲載、パンフレ

ットの作成等を行い、成果の広報・普及の推進に取り組んだことから、具体的指標の自

己評価は「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達成割合が９０％以上となる

ことから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ 自己評価シートは大変わかりやすくできている。

、 、・ 広報活動は 法人の業務の重要性を内外に周知する重要な機能を果たすものであり

センター内での位置づけや法人の努力は漸次改善し、ホームページアクセス数も増加

しているが、育種場も含めたセンター全体の一層の広報活動や啓発活動の推進が望ま

れる。

・ 事業や調査・研究の途中成果についても、十分吟味した上で、発表や配布すべきも

のは積極的に外に出し、国民の理解を得る努力をしていくことが重要である。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑫－１）

平成１５年度 成果の広報・普及の具体例

１ 新品種の開発

広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
関等に配布

初期成長の優れたスギ品種
平成１５年度開発１０品種 技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係（ ）

機関等に配布

ホームページに掲載

プレスリリース（平成１６年３月）

マツノザイセンチュウ抵抗性 パンフレットを作成し、関係機関等に配布
品種
（平成１５年度開発 広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
アカマツ１７品種、 関等に配布
クロマツ１７品種）

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
機関等に配布

ホームページに掲載

広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
関等に配布

スギカミキリ抵抗性品種
（平成１５年度開発３品種） 技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係

機関等に配布

ホームページに掲載

２ 林木遺伝資源の収集・保存

記者発表によりプレスリリース（平成１５年１１月）
林木遺伝子銀行１１０番の開
設 広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機

関等に配布

技術情報誌「林木遺伝資源情報」に掲載し、関係機関
等に配布

ホームページに掲載

技術情報誌「林木遺伝資源情報」を２回（№２２～２
林木遺伝資源の収集・保存に ６、№２７～３２）発行し、関係機関等に配布
関する情報等

ホームページに掲載

３ 海外林木育種技術協力

技術情報誌「海外育種技術情報」を３回（２９号、３
熱帯産樹種の育種技術に関す ０号、３１号）発行し、関係機関等に配布
る情報等

ホームページに掲載
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（資料⑫－２）

（参考）広報紙等の発行回数等の経年比較

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ 累 計

技術情報誌の年間発行回数

林木育種技術ニュース ２ ３ ３ ８

林木遺伝資源情報 １ ２ ２ ５

海外林木育種技術情報 ３ ３ ３ ９

広報誌の年間発行回数

林木育種センターだより ３ ４ ４ １１

野幌の丘から（北海道育種場） １ １ １ ３

東北の林木育種（東北育種場） ３ ２ ３ ８

関西育種場だより 関西育種場 ３ ３ ３ ９（ ）

九州育種場だより 九州育種場 １ １ １ ３（ ）

林木育種センター年報の発行 １ １ １ ３

ホームページへのアクセス件数 約１万１千 約１万７千 約４万１千 約６万９千

メールによる問い合わせ件数 ５７ ３３ ３１ １２１
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独立行政法人林木育種センター評価シート２

平成１５年度 評価シート（共通評価単位用）

（大項目）予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

経費（業務経費及び一般管理費）節減に係る取り組み （支出の削減につい評価単位 。

ての具体的方針及び実績等）⑬

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．事業や研究等の業務を進めるための経費について、間接的な経費及び固定費的な経

費となっているものを中心に経費節減の方策を検討し、実行可能なものについて取り

組むとともに、なお経費の比較や業務の効率化に与える影響等について検討を要する

ものについては、引き続き検討を加えていくこととした。また、事業等の実行に係る

直接的な経費については、その優先順位等を勘案しながら、より効率的・効果的な執

行が図られるよう努めた。

２．具体的には、次のような取り組みを行った。

（１）間接的な経費、固定費的な経費については、本所における予算の一元的な執行管

、 、 、理により 業務運営全般にわたり効率的な執行に努めるとともに 土地等の賃借料

、 （ ） 、通信費 光熱水料及び外国雑誌 専門誌 の定期購読経費等の節減について検討し

職員への意識改革にも努めながら、具体的な経費の圧縮に努めた。

（２）直接的な経費については、現場作業機械のレンタル化等による経費の節減を図っ

た。

（資料⑬－１）

． 、 （ ）３ なお 平成１４年度からの経費節減額 人件費を除く運営費交付金の実行額の差額

は、次のとおりである。
（単位：千円）

区 分 平成１４年度 平成１５年度 差 額
（ ） （ ）（ａ） （ｂ） ａ － ｂ

人件費を除く運営 ７２９，９０５ ７２２，２８６ ７，６１９
（ ）費交付金実行額 新規予算増分を除く

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

限られた予算を効率的・効果的に使用するため、間接的、固定的な経費及び直接的な

経費について、細かなものも含めて経費の節減に取り組んだことから 「ａ」と評定し、

た。

評価委員会の意見等

・ 引き続き経費の節減に取り組んでおり、目標を達成している。

・ 業務プロセスにおける付加価値活動と非付加価値活動の識別等、プロセスに対する

基本的分析視点に基づくコストダウンの可能性の検討が不可欠である。また、それぞ

れの活動のトータルコスト把握のため、共通部分をセグメントにできる限り配賦し、

活動分析の重要性を一層認識する必要がある。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑬－１）

平成１５年度 経費節減の取り組みの具体例

（間接的な経費、固定費的な経費）
○土地等の賃借料の圧縮
関西育種場四国増殖保存園の事務所等敷について返地要請されたことを踏まえ、事務
所等を集中化して当該保存園内の一部に補償により移転することにより、借地面積を縮
減して賃借料の圧縮を図った。

節減額（１５年度分実績）１８千円
（１６年度分見込み）１，６６３千円

○通信費の圧縮
東北育種場のインターネット接続をＩＳＤＮからフレッツＩＳＤＮへ変更したこと等
により、電話代の節減を図った。

節減額（対前年度） ５３９千円

○光熱水料の圧縮
関西育種場の庁舎新築工事に伴って設置した仮設事務所での節電に努めたこと等によ
り、電気代の節減を図った。

節減額（対前年度） ６４９千円

○サーバーの保守料の縮減
センター本所のホームページ用サーバー等を農林水産省計算センターに変更すること
により、保守契約料の節減を図った。

節減額（対前年度）１，９９５千円

○外国雑誌購入経費の縮減
本所及び各育種場で行っている外国雑誌（専門誌）の定期購読部数を見直し、経費の
節減に努めた。

節減額（試算額） ６０７千円

○職員の意識の高揚
電子メールやファックスの利用による電話代の節約、昼休みの消灯による電気代の節
約等、身近な間接経費の節減について、全職員に対して文書等で周知徹底を図った。

（直接的な経費）
○現場作業機械のレンタル化による経費の節減
センター本所の枝条処理機を九州育種場へ輸送した場合の輸送費と九州育種場でレン
タルした場合のレンタル料とを比較検討し、レンタルすることにより経費の節減に努め
た。

節減額（試算額） ３３千円

○車輌保有台数の削減による経費の節減
東北育種場で更新を予定していた車輌２台のうち、１台の更新を取りやめ廃車するこ
とにより購入及び維持経費の節減に努めた。

節減額（試算額） 約９００千円
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独立行政法人林木育種センター評価シート２

平成１５年度 評価シート（共通評価単位用）

（大項目）予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

受託収入、競争的資金及び自己収入増加に係る取り組み （受託収入、競争評価単位 。

的資金及び自己収入の増加についての具体的方針及び実績等）⑭

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．外部資金の獲得については、年度計画に掲げた事業や研究等の業務との調整を図り

つつ積極的に取り組むこととし、業務委託、新品種等の原種や林木遺伝資源の配布の

要請に積極的に応じるとともに、国等の機関が行う研究課題の募集に対しても積極的

な応募に努めた。

２．具体的には、次の取組により、外部資金の獲得額は２２，０２０千円（収入に計上

されない科学研究費補助金２，２７２千円を含む ）となり、計画額１４，３５１千。

円を上回っている。

（１）受託収入については、林野庁から２件、農林水産技術会議事務局から１件、民間

団体から１件の計４件の業務を受託し、計約１８，３７５千円の収入を得た。これ

資料⑭－１ 資は 平成１４年度の実績１ ７４０千円に比べて大幅に増加した、 ， 。（ ）（

料⑭－４）

（２）競争的資金については、当該資金等による研究実施の一層の推進を図るため、セ

ンター内に理事をキャップとする「競争的資金等拡大対策委員会」を設置し、平成

１５年度は３回の委員会を開催して研究課題の掘り起こしや公募に関する情報の収

（資料⑭－２ （資料⑭－４）集・整理、提供等に努めた。 ）

これらの取組により、平成１５年度は、文部科学省、農林水産省、環境省や日本

学術振興会、民間団体が行う研究課題の募集に対して、他機関と共同で行う研究課

題を含めて計２０課題の応募を行った。その結果、平成１６年度に研究を開始する

課題３課題が採択された。

また、平成１４年度に応募して採択された、①スギ花芽・花器官形成遺伝子およ

（ ， ）、 「 」び転写制御領域の単離と機能解析 ２ ０００千円 ②国際研究集会 Larix 2004
に向けた企画調査（２７２千円）及び③陸域生態系の活用・保全による温室効果ガ

スシンク・ソース制御技術の開発（４，６２８千円、受託事業により実施）の３件

、 、 。の研究課題については それぞれの研究課題の実施計画に沿って 適切に実行した

（３）自己収入については、新品種等の原種や林木遺伝資源の配布等により、１，３７

（資料⑭－３ （資料⑭－４）３千円の収入を得た。 ）

３．平成１５年度に受託事業及び競争的資金により実行した６件の研究課題等の実施状

況の概要は のとおりである。、（資料⑭－５）

ａ ｂ ｃ評定

評定理由
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計画に沿って外部資金の獲得に努めたことから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ 競争的資金等拡大対策委員会を設置し、外部資金の獲得への取り組みに力を入れ実

績を上げたことは高く評価できる。

・ これまでのセンターの実績やノウハウを活かし、将来の研究シーズになるような課

題も含め、都道府県との連携にも配慮しながら継続的な努力を行い、林木育種センタ

ーの役割を深める機会とすることを期待する。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑭－１）

平成１５年度 受託収入の内訳

（受託事業名）
平成１５年度地球環境保全等試験研究費による研究開発に係る委託事業

（実施課題名）
①帰化生物の影響排除による小笠原森林生態系の復元研究

受託元 林野庁

受託収入額 １，７０８，０００ 円

経費の使途 事業費 １，６２６，６６７ 円
（旅 費） （ ２２７，１４０）
（賃 金） （ ５３２，０００）
（消耗品費） （ ７６５，１５２）
（雑役務費） （ １０２，３７５）
消費税等相当額 ８１，３３３

合 計 １，７０８，０００ 円

（受託事業名）
平成１５年度地球環境研究総合推進費による研究開発に係る委託事業

（実施課題名）
②陸域生態系の活用・保全による温室効果ガスシンク・ソース制御技術の開発
－大気中温室効果ガス濃度の安定化に向けた中長期的方策－

受託元 林野庁

受託収入額 ４，６２８，０００ 円

経費の使途 事業費 ３，６１１，８７４ 円
（旅 費） （２，０３８，３８４）
（消耗品費） （ ９４１，９７９）
（雑役務費） （ ６３１，５１１）
一般管理費 ７９５，７４６
消費税等相当額 ２２０，３８０

合 計 ４，６２８，０００ 円

（受託事業名）
平成１５年度「遺伝子組換え体の産業利用における安全性確保総合研究」

（実施課題名）
③組換え森林生物の環境安全性評価手法の開発に関する研究

受託元 農林水産技術会議事務局

受託収入額 １１，４７０，０００ 円

経費の使途 事業費 ９，７７３，３２３ 円
（旅 費） （ １３２，０２０）
（試験研究費） （９，６４１，３０３）
一般管理費 １，１５０，４８７
消費税等相当額 ５４６，１９０

合 計 １１，４７０，０００ 円
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（受託事業名）
④種子の保管年数による発芽率変化調査

受託元 財団法人林野弘済会秋田支部

受託収入額 ５６９，１８９ 円

経費の使途 事業費 ５４２，０８５ 円
（消耗品費） （ １９４，９３５）
（雑役務費） （ ３４７，１５０）
消費税相当額 ２７，１０４

合 計 ５６９，１８９ 円

受託収入額合計 千円 １８，３７５，１８９ 円（ ）
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（資料⑭－２）

（平成１５年９月１２日付１５林育第３５２号）

独立行政法人林木育種センター競争的資金等拡大対策委員会設置要領

第１ 趣 旨

独立行政法人林木育種センター（以下「センター」という ）の中期計画等に基づ。

く業務の着実な推進等に資するため、各府省及び関係団体等が公募を行う競争的資金

等による研究等の実施の推進を図ることとし、このため、センター内に「独立行政法

人林木育種センター競争的資金等拡大対策委員会 （以下「委員会」という ）を設置」 。

し、具体的な対策を講じるものとする。

第２ 審議事項

委員会は、以下の事項について審議する。

（１）競争的資金の公募に関する情報の収集・整理及び提供に関すること

（２）競争的資金等による研究課題の掘り起こしに関すること

（３）都道府県の試験研究機関、大学、民間企業、他の独立行政法人等との共同研

究等による連携に関すること

（４）競争的資金等による研究課題の実施後の評価に関すること

（５）その他競争的資金等による研究等の実施の推進に必要な対策に関すること

第３ 構 成

１ 委員会の委員長は理事とし、委員は、企画総務部長、育種部長、遺伝資源部長、海

外協力部長、企画調整課長、育種課長、育種工学課長、探索収集課長、保存評価課長

及び海外育種研究主幹とする。

２ 委員長は委員会の会務を総理する。

３ 委員長が不在のときは、育種部長が委員長の職務を代理する。

第４ 開 催

１ 委員会は委員長が開催する。

２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員会に委員以外の関係者の出席を求める

ことができる。

第５ 庶 務

委員会の庶務は、企画調整課において処理する。

附 則

この要領は、平成１５年９月１２日から施行する。



- 104 -

（資料⑭－３）

平成１５年度 自己収入の内訳

分 類 自己収入の内容 金 額（円）

法人の努力によるもの 新品種等の種苗の売り払い代 ５５２，３０５

林木遺伝資源の売り払い代 １２２，２５４

登録品種許諾契約実施料 ３２８

立木売り払い代 ８，４００

不用物品売り払い代 １０，５００

研修員受入 ８４，０００

土地・建物賃借料 ５３２，１３８

それ以外のもの 受取利息その他 ６３，３５５

合 計 １，３７３，２８０
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（資料⑭－４）

（参考）外部資金の獲得に関する経年比較

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５

受託収入

※１受託事業数 １ １ ４

受託収入額（千円） ８６６ １，７４０ １８，３７５

競争的資金

研究課題等応募件数 １ １４ ２０

※２実行研究課題数 ０ ０ ２

平成１５年度研究費（千円） ０ ０ ２，２７２

自己収入

自己収入額（千円） １，５５９ １，７１７ １，３７３

新品種等の種苗の売り払い代 ２１６ ５５７ ５５２

林木遺伝資源の売り払い代 １６１ １８４ １２２

登録品種許諾契約実施料 ７ ２ ０

立木売り払い代 ０ １３０ ８

不用物品売り払い代 １１６ ２４２ １１

研修員受入 ０ ２８ ８４

土地・建物賃借料 ５４２ ５３７ ５３２

受取利息その他 ５１７ ３７ ６３

※１：競争的資金に応募して採択され、事業実行時点で受託事業となった１件を含む。

※２：競争的資金に応募して採択され、事業実行時点で受託事業となった１件を除く。
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（資料⑭－５）

国等からの受託費及び競争的資金により行う研究開発業務の実績に関する概要

１．受託費による業務

（外部資金の名称等）地球環境保全等試験研究費（環境省）

（研究等課題名）帰化生物の影響排除による小笠原森林生態系の復元研究

全体期間 平成１２年度～平成１６年度

経 費 １，７０８千円（平成１５年度）

目 的 小笠原に生育する森林植物についての帰化生物の影響を排除した増殖
・植栽技術の開発等

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（２）のウの（ア）
の関連性

平成１５年度の実 オガサワラグワの組織培養試験を進め、実生苗及び成木の腋芽シュー
行状況 トの増殖及び発根試験を進めた。また、さし木等によるクローン増殖技

術を開発するため、さし木試験及びつぎ木試験を進めた。

実施体制 本所育種部育種工学課の研究職２名が主として従事した。

成果の活用・寄与 絶滅危惧種であるオガサワラグワを生息域外保存するための技術が開
等 発され、小笠原諸島に自生する貴重な林木の遺伝資源の保存に資する。

（外部資金の名称等）地球環境研究総合推進費（環境省）

（研究等課題名）陸域生態系の活用・保全による温室効果ガスシンク・ソース制御技術の開
発－大気中温室効果ガス濃度の安定化に向けた中長期的方策－

全体期間 平成１５年度～平成１９年度

経 費 ４，６２８千円（平成１５年度）

目 的 熱帯産早生樹のファルカータを対象とした産地の選択や個体選抜によ
る林分生産量や炭素固定能力の向上の程度の解明

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（１）のアの（イ）
の関連性

平成１５年度の実 インドネシア東部ジャワにファルカータの産地密度試験地及び実生採
行状況 種林を各１箇所設定し、植栽後の活着調査を行うとともに、これらの試

験地に比較的近いファルカータの人工林地帯に３２箇所の固定プロット
を設定し、各プロットの毎木測定を行った。

実施体制 本所育種部育種課及び海外協力部西表熱帯林育種技術園の研究職２名
が主として従事した。

成果の活用・寄与 これまで林木育種による寄与は殆ど考慮されなかった森林の炭素固定
等 能力について、成長の早い熱帯産早生樹を用いて育種による炭素固定能

力の向上の程度を実証的かつ定量的に示すことにより、熱帯地方の造林
における育種の役割が明らかになる。また、この研究開発から得られる
成果は、邦産樹種の炭素固定能力向上に係る育種の役割を再評価してそ
の程度を予測する手法にも適用できることが期待される。
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（外部資金の名称等）遺伝子組換え体の産業利用における安全性確保総合研究（農林水産技
術会議事務局）

（研究等課題名）組換え森林生物の環境安全性評価手法の開発

全体期間 平成１５年度～平成１７年度

経 費 １１，４７０千円（平成１５年度）

目 的 ①林木の生殖・繁殖特性の評価に関する研究
スギ及びミズナラを対象とした花粉の有効飛散距離及び花粉の生存期
間の解明
②林木におけるアレロパシーの評価に関する研究
非組換え林木を用いたアレロパシーの評価手法の検討及び組換えポプ
ラを用いたアレロパシーの評価

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（１）のアの（ケ）
の関連性

平成１５年度の実 スギの花粉飛散距離を解明するための試験地を設定した。また、アレ
行状況 ロパシーを評価するための手法の検討に着手した。

実施体制 本所育種部育種工学課の研究職５名が主として従事した。

成果の活用・寄与 現中期計画で遺伝子組換えによる新品種開発のために遺伝子導入技術
等 の開発を実施しており、組換え体の野外試験において環境安全性の評価

が必要となる。本研究の実施は、この環境安全性を評価するための手法
の開発に資する。

（外部資金の名称等 （財）林野弘済会秋田支部からの委託）

（研究等課題名）種子の保管年数による発芽率変化調査

全体期間 平成１５年度～平成１７年度

経 費 約５６９千円（５６９，１８９円 （平成１５年度））

目 的 種子の保管年数による発芽率の変化の把握

中期目標・計画と 中期計画の第２の１の（２）のアの（ウ）
の関連性

平成１５年度の実 ウリハダカエデ等２０種の種子について、その保管年数による発芽率
行状況 の変化の調査に着手した。

実施体制 本所遺伝資源部探索収集課の職員１名が主として従事した。

成果の活用・寄与 広葉樹について、保存種子の発芽率の推移に関する樹種別特性の知見
等 が得られる見込みである。
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２．競争的資金による業務

（外部資金の名称等）科学研究費補助金（若手研究Ｂ）

（研究等課題名）スギ花芽・花器官形成遺伝子および転写制御領域の単離と機能解析

全体期間 平成１５年度～平成１６年度

経 費 ２，０００千円（平成１５年度）

目 的 スギの花芽・花器官の形成に関与する遺伝子及びその転写制御領域の
単離並びにそれらの機能の解明。

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（１）のアの（ケ）
の関連性

平成１５年度の実 スギの花芽・花器官形成遺伝子については、これまでに報告されてい
行状況 る花芽および花器官形成遺伝子を参考にスギから６種類の遺伝子を得

た。これらの塩基配列を既知遺伝子と比較したところ、いずれも花器官
の形態形成に関わっていることが示唆された。

実施体制 本所育種部育種工学課の研究職１名が従事した。

成果の活用・寄与 現中期計画で遺伝子組換えによる新品種開発のために遺伝子導入技術
等 の開発を実施しており、組換え体の野外試験を進めて行くには花形成を

抑制することが重要である。本研究の実施によって、そのための手がか
りを得ることができる。

（外部資金の名称等）科学研究費補助金

（研究等課題名）国際研究集会「 」に向けた企画調査Larix 2004
全体期間 平成１５年度限り

経 費 ２７２千円（平成１５年度）

目 的 ２００４年に日本で開催予定のカラマツ属植物の生態、育種等に関す
るＩＵＦＲＯ国際研究集会の企画のための調査実施

中期目標・計画と 中期計画の第２の１の（１）のアの（ア）
の関連性

平成１５年度の実 ＩＵＦＲＯ分科会「 」国際研究集会開催に向けての事務レLarix2004
行状況 ベルの会議に参加し林木育種に係るフィールドツアーガイド（英文）を

分担作成するとともに、本研究集会開催時に配布を予定している「日本
カラマツに関する研究レビュー （英文）の林木育種分野に係るこれま」
での研究成果（計１１１編）を取りまとめた。

実施体制 本所育種部育種課の研究職１名が主として従事した。

成果の活用・寄与 日本におけるカラマツに関する育種研究の成果を文献情報ならびに野
等 外成果の両面から世界各国の研究者に紹介することによって、カラマツ

に関する国際的な研究協力を今後より緊密に連携して実施する契機とな
ることが期待される。また、こうした国際的な研究協力によって、日本
におけるカラマツの育種研究をより効果的に推進するための知見を得る
ことも期待される。
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独立行政法人林木育種センター評価シート２

平成１５年度 評価シート（共通評価単位用）

（大項目）予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

法人運営における資金の配分状況 （人件費、事業費、一般管理費等法人全評価単位 。

体の資金配分方針及び実績、関連する業務の状況、予算決定方式等）⑮

評価単位に係る業務の実績に関する概要

． 、 、 、１ 資金の配分については 年度計画の予算の区分ごとの予算額を基本として 人件費

、 、 、業務経費及び一般管理費に区分し さらに業務経費については 林木新品種開発経費

林木遺伝資源経費及び海外技術協力経費に区分するとともに、人件費を除き、それぞ

れの区分ごとに業務内容ごとの必要額を積み上げて配分を行った。

２．具体的には、前年度の１月～２月に、各育種場等において、次年度の事業・研究の

ための予算区分ごと業務内容ごとの経費及びそれにより期待できる成果・効果を明記

した予算要望調書を作成、これをもとに本所においてヒアリングを行うとともに、年

度計画の業務内容等や予算執行の効率性・有効性を考慮して調整等を行った上で、経

費を決定し配分した。

また、配分した予算の執行状況を四半期ごとに本所各課・各育種場別に把握し「事

業等科目別予算執行状況総括表」に取りまとめ、これをもとに業務の進行状況等に応

じて、年度途中での予算調整を行った。

３．資金配分の結果については、年度計画の第２に係る業務の実績のとおりであり、全

体として円滑な業務運営が図られている。

４．財務に関する以下の資料は のとおりである。、（資料⑮－１）

①経年貸借対照表

②経年損益計算書

③経年百分率損益計算書

④予算、収支計画及び資金計画の計画と実績の差異

⑤運営費交付金債務の発生理由等

⑥成果進行基準、期間進行基準の適用に関する検討状況

５．その他業務運営に関する以下の資料は のとおりである。、（資料⑮－２）

①法人における業務の状況を把握するシステム等

②給与等の支給状況

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

、 、「 」資金配分の結果として 業務の実績が十分に確保されたと判断されることから ａ

と評定した。

評価委員会の意見等

・ 効果的な資金の配分は、業務プロセス、アウトカム等の分析に裏付けされることに
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よりその妥当性が判断されるものであるが、効果的な資金配分の妥当性について判断

するに足る説明が不足していたと判断し 「ｂ」と評定した。、

・ 成果進行基準の適用に関する検討状況について 「中期計画及び年度計画において、

一定の業務等と運営費交付金との対応関係が明らかでない」とするのは、業務のプロ

セス分析及び活動分析の不十分性を述べるものであり、法人としてインプットとアウ

トプット、更にはアウトカムの識別に一層努めるべきである。

・ センター全体の合理的な運営には、各育種場の運営と役割分担を明確にした上で、

各育種場の業務内容と予算の関係を説明する必要がある。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑮－１）

①経年貸借対照表
(単位:千円)

金　額 ％ 金　額 ％ 金　額 ％ 金　額 ％
　（資　　産）
Ⅰ　流動資産 460,899 100 735,936 160 721,116 156 -14,820 -2
　  現金及び預金 301,986 100 656,586 217 641,536 212 -15,050 -2
    未収入金 77,443 100 79,350 102 79,580 103 230 0
    未収消費税 81,469 100 0 - 0 - 0 -

Ⅱ　固定資産 2,014,934 100 1,964,805 98 1,993,682 99 28,877 1
 １ 有形固定資産 2,010,214 100 1,959,636 97 1,986,054 99 26,418 1
      建物 1,771,089 100 1,867,108 105 2,001,010 113 133,902 7
　　　減価償却累計額 128,868 100 261,473 203 344,060 267 82,587 32
　　　　　小計 1,642,220 100 1,605,636 98 1,656,951 101 51,315 3
　　　構築物 263,955 100 271,689 103 279,418 106 7,729 3
　　　減価償却累計額 29,416 100 59,242 201 87,616 298 28,374 48
　　　　　小計 234,539 100 212,447 91 191,802 82 -20,645 -10
      車両運搬具 30,436 100 34,279 113 41,224 135 6,945 20
　　　減価償却累計額 3,323 100 9,094 274 14,613 440 5,519 61
　　　　　小計 27,113 100 25,185 93 26,610 98 1,425 6
      工具器具備品 126,790 100 172,871 136 199,195 157 26,324 15
　　　減価償却累計額 27,639 100 63,693 230 95,694 346 32,001 50
　　　　　小計 99,151 100 109,178 110 103,501 104 -5,677 -5
      土地 7,190 100 7,190 100 7,190 100 0 0
 ２　無形固定資産 3,960 100 3,960 100 5,962 151 2,002 51
　　　ソフトウェア 0 - 0 - 2,002 - 2,002 -
     電話加入権 3,960 100 3,960 100 3,960 100 0 0
 ３　投資その他の資産
　   預託金 760 100 1,210 159 1,666 219 456 38

     資  産　合　計 2,475,833 100 2,700,741 109 2,714,798 110 14,057 1

（負　　債）
Ⅰ　流動負債 380,190 100 655,569 172 637,529 168 -18,040 -3
  　運営費交付金債務 38,276 100 186,084 486 267,544 699 81,460 44
　　未払金 327,196 100 458,613 140 342,878 105 -115,735 -25
　　未払費用 7,095 100 5,687 80 3,800 54 -1,887 -33
　　預り金 7,623 100 5,184 68 23,307 306 18,123 350

Ⅱ　固定負債 127,261 100 110,029 86 123,817 97 13,788 13
　  資産見返運営費交付金 58,372 100 70,633 121 98,453 169 27,820 39
    資産見返物品受贈額 68,889 100 39,396 57 25,364 37 -14,032 -36

 　 負　債　合　計 507,450 100 765,597 151 761,346 150 -4,251 -1

（資　　本）
Ⅰ　資本金 1,909,228 100 1,909,228 100 1,909,228 100 0 0
  　政府出資金 1,909,228 100 1,909,228 100 1,909,228 100 0 0

Ⅱ　資本剰余金 -22,315 100 -55,661 249 -39,760 178 15,901 -29
　　資本剰余金 135,968 100 265,613 195 399,588 294 133,975 50
    損益外減価償却累計額 -158,283 100 -321,274 203 -439,348 278 -118,074 37

Ⅲ　利益剰余金 81,469 100 81,577 100 83,985 103 2,408 3
　　 積立金 0 - 81,469 - 81,577 - 108 0
 　  当期末処分利益 81,469 100 108 0 2,407 3 2,299 2,129

    資　本　合　計 1,968,383 100 1,935,144 98 1,953,452 99 18,308 1

　　　　　　負債・資本合計 2,475,833 100 2,700,741 109 2,714,798 110 14,057 1

(注) 四捨五入により、計が一致しないところがある。

対前年度増減１３年度 １４年度 １５年度
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②経年損益計算書
(単位:千円)

金　額 ％ 金　額 ％ 金　額 ％ 金　額 ％
（経　常　費　用）
　業務経費 1,155,995 100 1,177,159 102 1,144,052 99 -33,107 -3
　　人件費 786,622 100 783,850 100 771,197 98 -12,653 -2
　　業務委託費 138,878 100 159,326 115 155,266 112 -4,060 -3
　　減価償却費 29,267 100 38,768 132 28,315 97 -10,453 -27
　　賃借料 1,987 100 1,221 61 1,447 73 226 19
　　水道光熱費 23,328 100 23,614 101 23,382 100 -232 -1
　　保守・修繕費 9,724 100 20,509 211 18,618 191 -1,891 -9
　　旅費交通費 31,540 100 32,443 103 36,260 115 3,817 12
　　消耗・備品費 95,793 100 73,282 77 62,818 66 -10,464 -14
　　その他業務経費 38,857 100 44,146 114 46,749 120 2,603 6

　一般管理費 876,450 100 885,462 101 790,945 90 -94,517 -11
　　人件費 494,685 100 544,696 110 452,327 91 -92,369 -17
　　管理委託費 6,978 100 5,574 80 8,627 124 3,053 55
　　減価償却費 1,697 100 2,497 147 2,311 136 -186 -7
　　賃借料 231,813 100 205,435 89 209,532 90 4,097 2
　　水道光熱費 9,625 100 9,394 98 9,348 97 -46 0
　　保守・修繕費 24,826 100 31,472 127 21,393 86 -10,079 -32
　　旅費交通費 27,458 100 25,269 92 22,924 83 -2,345 -9
　　消耗・備品費 31,042 100 21,419 69 22,803 73 1,384 6
　　その他一般管理費 48,327 100 39,706 82 41,682 86 1,976 5

　　経常費用合計 2,032,445 100 2,062,620 101 1,934,997 95 -127,623 -6

（経　常　収　益）
　運営費交付金収益 1,967,269 100 2,017,773 103 1,888,846 96 -128,927 -6
　成果普及等事業収入 383 100 901 235 767 200 -134 -15
　受託収入 866 100 1,740 201 18,375 2,122 16,635 956
　　政府受託事業収入 866 100 1,740 201 17,806 2,056 16,066 923
　　その他受託事業収入 0 - 0 - 569 - 569 -
　財産賃貸収入 542 100 537 99 532 98 -5 -1
　資産見返負債戻入 30,963 100 41,265 133 30,216 98 -11,049 -27
　　資産見返運営費交付金戻入 1,471 100 11,772 800 16,184 1,100 4,412 37
　　資産見返物品受贈額戻入 29,492 100 29,493 100 14,032 48 -15,461 -52
　財務収益
　　受取利息 62 100 21 34 14 23 -7 -33
　物品受贈益 31,776 100 0 - 0 - 0 -
　雑益 584 100 490 84 61 10 -429 -88
　
　　　経常収益合計 2,032,445 100 2,062,728 101 1,938,811 95 -123,917 -6

　　　経常利益 0 - 108 - 3,814 - 3,706 3,431

 臨時損失 - 17,146 - 2,192 - -14,954 -87
 　 過年度消耗品費 17,146 -
　  固定資産除却損 1,407 -
　　移転補償費用 785 -

 臨時利益 81,469 100 17,146 21 785 1 -16,361 -95
 　 消費税還付金 81,469
 　 過年度物品受贈益 17,146 -
　　移転補償収入 785 -

 当期純利益 81,469 100 108 0 2,407 3 2,299 2,129

目的積立金取崩額 0 0 0

 当期総利益 81,469 100 108 0 2,407 3 2,299 2,129
(注) 四捨五入により、計が一致しないところがある。

対前年度増減１３年度 １４年度 １5年度
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③経年百分率損益計算書

年　度

金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％

（経　常　費　用）

　業務経費 1,155,995 100.0 1,155,995 56.9 1,177,159 100.0 1,177,159 57.1 1,144,052 100.0 1,144,052 59.1

　　人件費 786,622 68.0 783,850 66.6 771,197 67.4

　　業務委託費 138,878 12.0 159,326 13.5 155,266 13.6

　　減価償却費 29,267 2.5 38,768 3.3 28,315 2.5

　　賃借料 1,986 0.2 1,221 0.1 1,447 0.1

　　水道光熱費 23,328 2.0 23,614 2.0 23,382 2.0

　　保守・修繕費 9,724 0.8 20,509 1.7 18,618 1.6

　　旅費交通費 31,540 2.7 32,443 2.8 36,260 3.2

　　消耗・備品費 95,793 8.3 73,282 6.2 62,818 5.5

　　その他業務経費 38,857 3.4 44,146 3.8 46,749 4.1

　一般管理費 876,450 100.0 876,450 43.1 885,462 100.0 885,462 42.9 790,945 100.0 790,945 40.9

　　人件費 494,685 56.4 544,696 61.5 452,327 57.2

　　管理委託費 6,978 0.8 5,574 0.6 8,627 1.1

　　減価償却費 1,697 0.2 2,497 0.3 2,311 0.3

　　賃借料 231,813 26.4 205,435 23.2 209,532 26.5

　　水道光熱費 9,625 1.1 9,394 1.1 9,348 1.2

　　保守・修繕費 24,826 2.8 31,472 3.6 21,393 2.7

　　旅費交通費 27,458 3.1 25,269 2.9 22,924 2.9

　　消耗・備品費 31,042 3.5 21,419 2.4 22,803 2.9

　　その他一般管理費 48,327 5.5 39,706 4.5 41,682 5.3

2,032,445 100.0 2,062,621 100.0 1,934,997 100.0

（経　常　収　益）

　運営費交付金収益 1,967,269 96.8 1,967,269 96.8 2,017,773 97.8 2,017,773 97.8 1,888,846 97.4 1,888,846 97.4

　成果普及等事業収入 383 0.0 383 0.0 901 0.0 901 0.0 767 0.0 767 0.0

　受託収入 866 0.0 1,740 0.1 18,375 0.9

　　政府受託事業収入 866 0.0 1,740 0.1 17,806 0.9

　　政府外受託事業収入 0 0.0 0 0.0 569 0.0

　財産賃貸収入 542 0.0 542 0.0 537 0.0 537 0.0 532 0.0 532 0.0

　資産見返負債戻入 30,963 1.5 41,265 2.0 30,216 1.6

　　資産見返運営費交付金戻入 1,471 0.1 11,772 0.6 16,184 0.8

　　資産見返物品受贈額戻入 29,492 1.5 29,493 1.4 14,032 0.7

　財務収益 62 0.0 21 0.0 14 0.0

　　受取利息 62 0.0 21 0.0 14 0.0

　物品受贈益 31,776 1.6 31,776 1.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

　雑益 584 0.0 584 0.0 490 0.0 490 0.0 61 0.0 61 0.0

2,032,445 100.0 2,032,445 100.0 2,062,728 100.0 2,062,728 100.0 1,938,811 100.0 1,938,811 100.0
0 107 3,814

経常費用再掲

　　人件費 1,281,307 63.0 1,328,546 64.4 1,223,524 63.2

　　委託費 145,856 7.2 164,900 8.0 163,893 8.5

　　減価償却費 30,964 1.5 41,265 2.0 30,625 1.6

　　賃借料 233,799 11.5 206,656 10.0 210,979 10.9

　　水道光熱費 32,953 1.6 33,008 1.6 32,729 1.7

　　保守・修繕費 34,550 1.7 51,981 2.5 40,011 2.1

　　旅費交通費 58,998 2.9 57,712 2.8 59,184 3.1

　　消耗・備品費 126,835 6.2 94,701 4.6 85,621 4.4

　　その他経費 87,184 4.3 83,852 4.1 88,431 4.6

2,032,446 100.0 2,062,621 100.0 1,934,997 100.0
(注)　四捨五入により、計が一致しないところがある。

（単位：千円）

１３年度 １４年度 １5年度

経常費用合計

項　　目

経常費用合計

経常収益合計

経常利益

金額・比率金額・比率金額・比率
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④予算、収支計画及び資金計画の計画と実績の差異
１．予 算 （単位：百万円）

区 別 予算額 決算額 差額 発生理由

収 入
運営費交付金 ２，０５２ ２，０５２ ０
施設整備費補助金 １３２ １３０ －２ 入札差金による残
受託収入 １３ １８ ５ 受託事業収入の増
諸収入 １ １ ０
移転補償収入 ０ ３ ３ 事業地等移転に伴う補償収入
計 ２，１９８ ２，２０５ ７

支 出
人件費 １，３０６ １，２０８ －９８ 給与改定、欠員等による減
業務経費 ３８４ ３８６ ２ 実行段階による調整
うち林木新品種開発経費 ３４１ ３３６ －５ 〃
うち林木遺伝資源経費 １７ ２８ １１ 〃
うち海外技術協力経費 ２７ ２１ －６ 〃
一般管理費 ３６３ ３４０ －２３ 土地・建物借料の減
施設整備費 １３２ １３０ －２ 入札差金による残
受託経費 １３ １８ ５ 受託事業経費の増
移転補償費 ０ １ １ 事業地等移転に関する支出増
計 ２，１９８ ２，０８３ －１１５

（注）四捨五入の関係で計が一致しないところがある。

２．収支計画 （単位：百万円）

区 別 計画額 実績額 差額 発生理由

費用の部 ２，０７０ １，９３７ －１３３

経常費用 ２，０７０ １，９３５ －１３４
人件費 １，３０６ １，２０８ －９８ 給与改定、欠員等による減
業務経費 ３５６ ３４２ －１４ 資産購入の見込みと実績の差
一般管理費 ３６３ ３４０ －２１ 土地・建物借料の減
受託経費 １３ １５ ２ 受託事業経費の増
減価償却費 ３２ ３１ －１ 資産購入等の見込と実績の差
財務費用 ０ ０ ０
臨時損失 ０ ２ ２
移転補償費用 ０ ２ ２ 出資財産の除却に伴う損失等

収益の部 ２，０７０ １，９４０ －１３０

経常収益 ２，０７０ １，９３９ －１３０
運営費交付金収益 ２，０２４ １，８８９ －１３５ 人件費、土地建物借料の減等
受託収入 １３ １８ ５ 受託事業収入の増
諸収入 １ １ ０
資産見返運営費交付金戻入 １８ １６ －２ 資産購入の見込みと実績の差
資産見返物品受贈額戻入 １４ １４ ０
物品受贈益 ０ ０ ０
臨時利益 ０ １ １
移転補償収入 ０ １ １ 事業地等移転に関する支出増

純利益 ０ ２ ２
目的積立金取崩額 ０ ０ ０
当期総利益 ０ ４ ４

３．資金計画 （単位：百万円）

区 別 計画額 実績額 差額 発生理由

資金支出 ２，１９８ ２，０８３ －１１５
業務活動による支出 ２，０３８ １，９０５ －１３３ 人件費、土地建物借料の減等
投資活動による支出 １６０ １７８ １８ 資産購入経費の増
財務活動による支出 ０ ０ ０
翌年度への繰越金 ０ ０ ０

資金収入 ２，１９８ ２，２０５ ７
業務活動による収入 ２，０６６ ２，０７２ ７
運営費交付金による収入 ２，０５２ ２，０５２ ０
受託収入 １３ １８ ５ 受託事業収入の増
その他の収入 １ １ ０
投資活動による収入 １３２ １３３ １
施設整備費補助金による収入 １３２ １３０ －２ 入札差金による残
その他の収入 ０ ３ ３ 事業地等移転に伴う補償収入
財務活動による収入 ０ ０ ０

（注）四捨五入の関係で計が一致しないところがある。
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⑤運営費交付金債務の発生理由等

１．平成１５年度末の運営費交付金債務の金額とその発生理由は、以下のとおりであり、

妥当性に問題はないと考えている。

運営費交付金債務の金額 発 生 理 由

（平成１３年度発生分）

３７，５１６千円 欠員等による人件費の残分

７６０ 特定独立行政法人災害補償互助会の預託金分

（平成１４年度発生分）

１２０，６７０千円 給与改定及び欠員等による人件費の残分

２６，６３３ 土地・建物借料の減額による残分

４５０ 特定独立行政法人災害補償互助会の預託金分

５５ その他執行残分

（平成１５年度発生分）

９７，８３８千円 給与改定及び欠員等による人件費の残分

１９，９８０ 土地・建物借料の減額による残分

４５６ 特定独立行政法人災害補償互助会の預託金分

７０２ その他執行残分

▲３７，５１６千円 平成１３年度に発生した人件費残分の平成１５年

度人件費への充当分

（期末残高）

２６７，５４４千円

２．平成１４年度に新たに発生した運営費交付金債務１４７，８０８千円については、平

成１５年度の予算執行においては充当していない。なお、このうち人件費残分として発

生した１２０，６７０千円については、平成１６年度の運営費交付金の人件費予算額か

、 、 、ら同額を減額されているところであり 当該債務は 平成１６年度の予算執行において

全額、人件費に充当することとしている。

⑥成果進行基準、期間進行基準の適用に関する検討状況

成果進行基準、期間進行基準の適用については、中期計画及び年度計画において一定の

業務等と運営費交付金との対応関係が明らかでないことから、当センターにおいては、現

段階では費用進行基準を適用することが適当であると考えている。しかしながら、評価委

員会等の意見を踏まえ、引き続き、当センターの業務の特性を踏まえた上での成果進行基

準等の適用の可能性等について検討していく考えである。
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（資料⑮－２）

①法人における業務の状況を把握するシステム等

１．センター全体の業務運営の方針等については 「役員会」を開催（平成１５年度は、、

５、６、１０、１、３月の５回）し、協議・決定している。

２ 業務状況を把握するシステムについては 理事長 理事 部長及び育種場長による 業． 、 、 、 「

務運営会議」を年３回程度開催（平成１５年度は、５、１０、２月の３回）し、業務の

進捗状況等について、本所各部・課及び各育種場が取りまとめた資料等により把握・検

討し、必要に応じて業務改善等の指示を行っている。

また、この他にも総務、育種及び林木遺伝資源等部門別の「業務推進会議」を適時に

開催し、さらに細部についての業務の進捗状況や問題点等の把握、改善方策の検討及び

法人の長等からの指示等を行っている。

３．平成１５年度の監事の活動実績は、以下のとおりである。

年 月 日 活 動 内 容

Ｈ１５． ５．２０ 役員会出席
〃 業務の実績に係る評価検討会出席

Ｈ１５． ６．２０ 会計監査（平成１４年度財務諸表、決算報告書等の監査）
〃 役員会出席
〃 業務の実績に係る評価検討会出席

Ｈ１５． ８．２５ 評価・監査中央セミナー（総務省主催）出席
～２６

Ｈ１５． ９． ３ 公会計監査フォーラム（会計検査院主催）出席
Ｈ１５．１０． １ 役員会出席

〃 業務運営会議出席（平成１５年度の業務の実施状況等について
聴取）

Ｈ１５．１０． ２ 林木育種研究発表会出席
～ ３

Ｈ１５．１０．１４ 業務監査（九州育種場を対象に平成１５年度の業務の実施状況
～１６ 等について実地検査）

Ｈ１６． １．２１ 役員会出席（平成１５年度の監査結果について中間報告）
〃 業務監査（本所を対象に平成１５年度の業務の実施状況につい

て聴取）
Ｈ１６． ３． ３ 平成１４年度決算検査報告説明会（会計検査院主催）出席
Ｈ１６． ３．２４ 役員会出席（平成１５年度監査結果及び平成１６年度監査計画

について報告・説明）

②給与等の支給状況

１．特定独立行政法人の役職員の給与等については、独立行政法人通則法で、国家公務員

の給与、民間企業の役員及び従業員の報酬・給与、業務の実績、中期計画の人件費の見

積もり等を考慮して定めなければならないとされている。

２．平成１５年度の役職員の給与については 「一般職の職員の給与に関する法律等の一、

部を改正する法律」の内容に即して俸給の引き下げ等の改定を行い、また、役員の退職

手当についても平成１５年１２月の閣議決定を踏まえて支給率の改定を行ったところで

あり、社会一般の情勢に照らして適切な支給状況であったと考えている。
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独立行政法人林木育種センター評価シート２

平成１５年度 評価シート（共通評価単位用）

（大項目）その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項
（中項目）施設及び設備に関する計画

中期計画に定められている施設及び設備について、当該事業年度における評価単位

⑯ 改修・整備前後の業務運営の改善の成果

評価単位に係る業務の実績に関する概要

平成１５年度は、関西育種場庁舎（岡山県勝央町）の新築を計画どおり行った。
新庁舎は、その完成が年度末の３月となったため、当該事業年度における整備前後の

業務運営の改善の成果を明らかにすることはできないが、次年度以降は、次のような成
果が期待される。

（１）昭和３３年建築の旧庁舎は老朽化が進んでいたが、新庁舎の建設によって、屋根

の下地等への断熱材の使用等により庁舎全体の断熱性が高まるとともに、屋根部か
らの自然採光を取り入れるなど構造上の改善が大幅に図られ、執務環境の改善とと

もに冷暖房費等の節減が期待できる。

（２）庁舎のロビー内に展示コーナーを設置したことにより、来庁者や地域住民に対し
て、林木育種センターの業務や林木育種事業についての効果的なＰＲ活動を常時行

うことができる。

（３）新庁舎の内装に、スギ、ヒノキ、マツ、スギの大断面集成材、木製サッシ等国産
材を多く使用したことにより、来庁者等に対する国産材のＰＲ効果が期待できる。

ａ ｂ ｃ評定

評定理由
計画に沿って、育種場庁舎の新築を行い、業務運営の改善の成果が十分期待されるこ

とから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ 関西育種場の新庁舎が完成し、業務運営の改善が期待できる。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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１ 独立行政法人林木育種センター評価シート

平成１５年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む ）。

評価単位 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む ）。

⑰

評価単位に係る業務の実績に関する概要

職員配置については、総務部門で減員を行う一方、本所及び各育種場の課・研究室等

ごとの業務内容、業務量等の実態及び職員の資質の向上等を考慮して適切な実施に努め

（資料⑰－１）た。

また、職員の配置先でのオン・ザ・ジョブ・トレーニング及び新規採用研修、業務研

修及び技術研修を実施することにより、職員の一層の資質向上に努めた。

ａ ｂ ｃ評定

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

計画に沿って、職員について業務運営に沿った適切な配置に努めたことから、具体的

指標の自己評価を「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達成割合が９０％以

上であることから 「ａ」と評定した。、

評価委員会の意見等

・ 職員の配置等については、業務の効率化や業務遂行の必要性との関連づけからその

妥当性が判断されるものであるが、職員配置等の妥当性について判断するに足る説明

が不足していたと判断し 「ｂ」と評定した。、

・ センターのミッションから考えて、現場(端末、前線）の蓄積、活力が失われない

ように十分配慮されたい。また、非常勤職員の雇用 や業務の外部委託との関係が示

されることを期待する。

・ 法人の目的達成に必要な適正な組織開発を進めるため、法人の主活動、支援活動及

びそれぞれの機能を十分勘案し、適正な人員配置及び職員とりわけ研究職員の資質向

上に一層努められたい。

ａ ｂ ｃ評価委員会評定
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（資料⑰－１）

（参考）人員の配置状況の経年比較（期首／期末）

区 分 年 度 １３ １４ １５

５０ ４８ ４６
庶務部門

５０ ４８ ４５

一般職

５３ ５３ ５２
事業部門

５２ ５３ ５１

４５ ４６ ４９
研 究 職

４３ ４６ ４９

5 5
再 任 用 職 員

－ ０ １. .
5 5－ ０ １. .

5 5
合 計

１４８ １４７ １４８. .
5 5１４５ １４７ １４６. .

（注）１ 期首は各年度の４．１現在の職員数。

２ 期末は各年度の３．３１現在の職員数。

３ 再任用職員については、週２０時間勤務であるため、１人当たり０．５人と

換算。
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評価シート３

平成１５年度 大項目の評価

大項目 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

評定 評価単位

業務の効率化ａ

業務対象の重点化ａ

関係機関との連携ａ

（項目 ３ ）

達成割合

３×１

＝１００％

３

Ａ Ｂ Ｃ評定

（意見等）

評価単位の評価シートに記載
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評価シート３

平成１５年度 大項目の評価

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を大項目

達成するためとるべき措置

評定 評価単位

林木の新品種の開発ａ

林木遺伝資源の収集・保存ａ

種苗の生産及び配布ａ

新品種の開発等のための林木育種技術の開発ａ

林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発ａ

海外協力のための林木育種技術の開発ａ

講習及び指導ａ

行政、学会等への協力ａ

成果の広報・普及の推進ａ

（項目 ９ ）

達成割合

９×１

＝１００ ％

９

Ａ Ｂ Ｃ評定

（意見等）

評価単位の評価シートに記載
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評価シート３

平成１５年度 大項目の評価

大項目 予算、収支計画及び資金計画

評定 評価単位

経費節減ａ

外部資金獲得ａ

資金配分ｂ

（項目 ３ ）

達成割合

（２×１）＋（１×０．５）

＝ ８３ ％

３

Ａ Ｂ Ｃ評定

（意見等）

評価単位の評価シートに記載
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評価シート３

平成１５年度 大項目の評価

大項目 その他主務省令で定める業務運営に関する事項

評定 評価単位

施設及び設備に関する計画ａ

職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標ｂ

を含む）

（項目 ２ ）

達成割合

(１×１)＋( ×０．５)1
＝７５ ％

２

Ａ Ｂ Ｃ評定

（意見等）

評価単位の評価シートに記載
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（別紙５）評価シート４

平成１５年度 総合評価

評定 評価単位

業務の効率化ａ

業務対象の重点化ａ

関係機関との連携ａ

林木の新品種の開発ａ

林木遺伝資源の収集・保存ａ

種苗の生産及び配布ａ

新品種の開発等のための林木育種技術の開発ａ

林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発ａ

海外協力のための林木育種技術の開発ａ

講習及び指導ａ

行政、学会等への協力ａ

成果の広報・普及の推進ａ

経費節減ａ

外部資金獲得ａ

資金配分ｂ

施設及び設備に関する計画ａ

職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む）ｂ
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（項目 １７ ）

達成割合

（１５×１）＋（２×０．５）

＝ ９４％

１７

Ａ Ｂ Ｃ評定

（意見等）

平成１５事業年度の評価結果について」の「業務運営に対する意見」に記載「



平成１５年度業務実績評価

補足資料

〔林木育種センター分〕
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(大項目)業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

評価単位②「業務の重点化 （評価シート４ページ）」

業務の重点化の具体的な説明。

（説明）

業務の重点化については、限られた予算、要員のもとで成果を着実に上げる必要がある

ことに加えて、林木育種センターの業務は着手してから成果を得るまでに一定の期間を必

要とすること等の理由により、重点的に取り組む項目を年度計画の策定時に毎年度決める

ことが必ずしも適切ではないことから、５年間の中期計画の中において重点的に取り組む

項目を掲げているところであり、これに沿って年度計画を策定し、その業務を着実に実施

することにより業務の重点化の目標を達成することになるものと考えている。従って、予

算や人員についても、中期計画で重点化した業務に係る目標を確実に達成するために必要

な予算の配分や人員の配置を行うよう努めているところである。

(大項目)国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

評価単位④「林木の新品種の開発 （評価シート１０ページ）」

マツノザイセンチュウ抵抗性品種等の抵抗性が相対的なものであることについての
検討。

（説明）

マツノザイセンチュウ抵抗性やスギカミキリ抵抗性については、それぞれの被害に対し

て実用上の有利性が認められる抵抗性水準を設定して品種開発を進めている。すなわち、

マツノザイセンチュウ抵抗性ではテーダマツ程度以上の抵抗性を目標とし、スギカミキリ

抵抗性ではボカスギ以上の抵抗性を品種開発の目安としている。このため、抵抗性の検定

及び品種の決定においては、マツノザイセンチュウ抵抗性ではテーダマツあるいはそれと

同等の対照系統を、スギカミキリ抵抗性ではボカスギを対照系統に用いて試験を行い、そ

、 。の上で 原則としてこれら対照系統の成績を上回る系統を抵抗性品種として選定している

従って、これまでに開発した抵抗性品種については、検定した時期や地方等は異なるもの

の、それぞれの目標とする抵抗性レベルを満たしたものである。

林木育種センターの抵抗性品種は、このような手順で開発されたものなので、従来、抵

抗性と見なされてきた対照系統が被害を被るような厳しい条件下において抵抗性品種が被

害を免れることを保障するものではない。従って、抵抗性品種を普及する際には、その抵

抗性レベルの程度を利用者にわかりやすく説明する必要があると考えている。同時に、こ

れらの抵抗性品種が広く用いられるためには、それぞれの対象地域において森林保護分野

の技術と組み合わせた総合的な防除手段の一つとして活用されることが望ましいと考えて

いる。

また、マツノザイセンチュウ抵抗性マツと非抵抗性マツを用いた人工交配を行い、得ら

れた各種組み合わせのマツ苗にマツノザイセンチュウを人工接種して、この抵抗性の遺伝

様式を明らかにする試験を実施している。さらに、これらのマツ苗から事前にＤＮＡを抽

出し、抵抗性の遺伝子と関連するマーカーを明らかにすることにより、選抜・検定の精度

向上と効率化を図る技術開発も進めている。
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評価単位⑤「林木遺伝資源の収集・保存 （評価シート１８ページ）」

国内の探索・収集点数等が減少している理由及び海外の探索・収集点数の目標設定

の妥当性。

（説明）

１．国内の林木遺伝資源の探索・収集については、種子や花粉の着生量には年度により豊

凶差があり、例えば、花粉については、平成１３年度末及び１４年度末は比較的豊作で、

それらの年度における花粉遺伝資源の収集は順調に進んだが、その反面、平成１５年度末

は全国的に例年に比べて著しく凶作でその年度の花粉遺伝資源の収集が少なくなったもの

である。このように、年度により収集の難易が異なるが、難しい年度においても年度計画

の概ね１，４００点の林木遺伝資源の探索・収集を達成するように努力している。

なお、林木遺伝資源の探索・収集においては、中期計画及び年度計画に沿い、かつ、林

木遺伝資源の滅失の危険性や利用の可能性の程度等を勘案しつつ、より有効な林木遺伝資

源の探索・収集に努めているところである。

また、各年度の林木遺伝資源の増殖に着手した点数は、前年度又は当年度の収集点数に

左右されるものである。さらに、新たに保存した点数については、種子及び花粉では当年

度の収集点数に左右されるが、成体（苗木）では、さし木等による増殖の後、数年間の養

苗期間を経て定植し保存したものであり、過去の収集や増殖の状況に左右されるものであ

る。

２．海外の林木遺伝資源の探索・収集については、クローン化等の技術開発の供試材料又

は研修教材として相応しく、直接的に海外協力に資する材料の収集を目的としている。こ

れらの収集材料は、主に西表熱帯林育種技術園において成体保存を行っているところであ

り、当園の面積的制約等から限定的にならざるを得ない。

また、生物多様性条約に基づく遺伝資源へのアクセスと利益配分に関して、国際交渉や

議論が長期にわたり継続するとともに、遺伝資源アクセスに係る国内法整備への各国の取

組は区々な状況にある。このような遺伝資源を巡る国際的な動向を踏まえて、収集の対象

を研究目的に限定し、第３者への譲渡をしないことを条件として原産国の輸出許可及び検

疫証明を得て入手しており、これに至るまでの情報収集、折衝、手続き等に相当の時間と

労力を要しているのが現状である。

これらの事情から、平成１３年３月に林野庁が策定した「林木育種戦略」においても、

期間内（１０年間）の探索・収集点数が２００点とされているところであり、目標設定は

適正であると考えている。
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評価単位⑥「種苗の生産及び配布 （評価シート３２ページ）」

①林業者に対して種苗の配布を進めるに当たっての方針。

（説明）

新たに開発した品種等については、林木育種センターと連携・分担をして品種の開発を

進めている都道府県と役割分担をしながら、育種種苗の効率的な普及に努めているところ

である。

具体的には、林木育種センターは、新たに開発した品種等の「原種」を保存し、自県内

の林業者等の要望や森林・林業政策に沿った品種の種苗（原種）の配布を要望する都道府

県に対して、これらの穂木又は苗木を計画的に生産（増殖）して配布している。都道府県

は、これらの種苗（原種）を用いて、採種園、採穂園を計画的に造成・改良し、そこから

生産される育種種苗（種子や穂木）を県内の種苗生産業者に供給しており、最終ユーザー

である林業者は、これらの種苗生産業者が生産する苗木を購入して山に植林している。

このように林木育種センターと都道府県とがそれぞれ「種苗（原種）の保存、配布」と

「採種園、採穂園の管理」という役割分担を行うことにより、それぞれの都道府県の実態

、 、に応じた育種種苗の普及を効率的に進めているところであり 林木育種センターとしては

今後も林業者等の品種開発や育種種苗の供給に対する要望について、都道府県等を通じて

より適切に把握できるよう都道府県への要請も含めて対応していきたいと考えている。ま

た、林業者等が参加する講習会や協議会等の機会を利用した情報収集等にも努めていきた

いと考えている。

育種種苗の普及の流れ

採種園、採穂園を造成 原種を配布 新品種を開発、原種を保存

（穂木、苗木）
都 道 府 県 林木育種センター

種子（又は稚苗 、穂木の配布）

山林種苗協同組合

種子（又は稚苗 、穂木の配布）

山林種苗生産業者 山行き苗木の生産

山行き苗木の販売

森 林 組 合

山行き苗木の販売

林 業 者



- 4 -

②配布実績について、１３年度から１４年度の伸びに比べて、１４年度から１５年度
の伸びが低くなっている理由。

（説明）

林木育種センターでは、開発した新品種の普及を図るため、新たに開発した品種のパン

フレットを作成し都道府県や林業関係団体等に配布したり、インターネットや広報誌、情

、 、報誌等への掲載やマスコミへのプレスリリースを行うなどＰＲに努めるとともに 採種園

採穂園の造成や改良を行う都道府県等に対して、現地での技術指導などを行っているとこ

ろである。

このような中で、種苗の配布数量に年度間で増減が生じているのは、各都道府県におけ

る採種園、採穂園の計画に基づく造成・改良等の時期や規模等の関係で、各都道府県から

の配布要望数量に年度間で増減が生じるためである。

、 、 、 、なお 採種園 採穂園を造成・改良した後に 植栽した採種木や採穂木の苗木が成長し

そこから生産される育種種子や育種さし穂を使って山に植林するための苗木が生産される

までには、通常１０年前後の期間を必要とすることから、採種園、採穂園の造成・改良は

頻繁に行われるものではない。

③都道府県による開発品種の要望の把握とセンターによる情報提供。

（説明）

新品種の開発等に関する林業者等の要望把握については、都道府県において実施してい

るところであるが、平成１５年度に行ったアンケート調査を見ると、都道府県によって要

望の把握先等に濃淡があることから、林木育種センターとしても幅広い要望把握について

都道府県に要請しているところである。

④種苗の配布価格と生産コスト。

（説明）

林木育種センターにおける種苗の生産コストについて、一定の前提条件の下に試算を行

ったところ、種苗の形態によって異なるが、生産コストは現在の配布価格に比べて平均で

約７倍となっている。これは、多くの品種を少量づつ厳格な系統管理のもとに生産してい

ることが主な要因である。この生産コストに見合う額を配布価格とすることについては、

林木育種センターが新品種の開発を行うに当たって、例えば、成長・材質等の優れた品種

の開発では選抜や次代検定の一部を、マツノザイセンチュウ抵抗性品種の開発では選抜や

一次検定を都道府県が行うなど、林木育種センターと都道府県等がそれぞれ応分の負担を

しながら開発を進めていることから、成果物を都道府県に還元する場合には無償にすべき

との考え方もある中で、多額の経費をかけて都道府県と連携して開発した品種の速やかな

普及に支障が生じるという弊害を危惧しているところであり、当面は現在の配布価格を維

持する考えであるが、独立行政法人としての業務運営の適正化という観点からも、配布価

格の見直しについて関係機関との調整を含めて今後検討していく考えである。なお、当該

生産コストの削減については、既に外部への請負生産方式で実行しており、多くの削減は

難しいところであるが、引き続きコストダウンに努めていく考えである。
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評価単位⑦「新品種の開発等のための林木育種技術の開発 （評価シート４０ページ）」

育種価の予測にＢＬＰ法、ＢＬＵＰ法を適用することのメリット。

（説明）
新品種の開発にＢＬＰ法、ＢＬＵＰ法を導入する目的は、開発の対象とする品種候補の
育種価をより正確かつ合理的に予測することにより、確実かつ効率的な品種開発を促進す
ることにある。現在、品種候補の評価に用いている最小２乗法は、異なる環境下で得たデ
ータを線形モデルに表して解析し、検定された環境の影響を除去した各検定系統の推定値
を算出できる点で林木の系統評価に適した手法である。しかし、この手法では、異なる環
境下でデータのバラツキが違う場合に推定値は不正確になる。また、検定系統によってデ
ータの量に差がある場合に、その違いが推定値に反映できない不都合もある。例えば、こ
れまで検定回数が３回未満の品種候補は、得られた推定値の信頼度は不十分とみなし、開
発の対象から除いている。
現在、技術開発を進めているＢＬＰ法、ＢＬＵＰ法は、これら最小自乗法の欠点を克服

、 。 、 、した手法であり 環境の影響を除去した育種価を直接予測する しかも これらの手法は
同一世代の検定データだけでなく親と子供、あい関連するいくつかの形質（例えば樹高と
直径あるいは容積密度とヤング率等）相互間の情報も遺伝的な関連の度合いに応じて活用
しつつ検定系統の育種価を算出する。従って、ＢＬＰ法とＢＬＵＰ法は、第一世代から第
二世代に事業を展開し、従来の成長に加えて材質等のデータの蓄積を進めつつある現在の
林木育種事業においては、選抜・検定を効率的かつ正確に行うために必要な基礎技術であ
る。
なお、本評価単位の各項目の研究成果については、学会、学会誌、林木育種センター研
究報告、同年報等に公表している。また、林木育種技術ニュース等を通じて、成果の一般
向けのＰＲにも努めている。また、中期計画を終了した段階で成果集（仮称）を出版する
ことを検討している。

評価単位⑧「林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発 （評価シ」

ート６４ページ）

生態系保存の観点からの生息域内保存技術の開発に関する調査・研究。

（説明）

生息域内保存に係る技術開発等においては、有用樹種及び希少樹種を対象に個々の保存

対象樹種を中心に調査・研究を進めているが、ケヤキ林分については調査地内のケヤキ以

外の樹種についても、樹高、胸高直径の測定並びに立木位置の測量を行い、調査の対象と

している。また、林木遺伝資源モニタリング手法の開発においては、胸高直径５ｃｍ以上

の全樹種、全個体を対象に調査・研究を進めている。このように、保存対象樹種のみなら

ずそれ以外の樹種も念頭に置きつつ調査・研究を進め、生態系保存に結びつく資料が得ら

れるよう配慮している。

、 、 、 、なお 本評価単位の各項目の研究成果については 最新の成果については学会 学会誌

林木育種センター研究報告、林木育種センター年報等において公表しており、また、林木

遺伝資源情報等の広報誌を通じて一般向けのＰＲにも努めているところである。また、中

期計画を終了した段階で成果集（仮称）を出版することを検討している。
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評価単位⑨「海外協力のための林木育種技術の開発（評価シート８２ページ）

①熱帯・亜熱帯地域以外の地域における調査・研究への取り組み。

（説明）

林木育種センターが海外協力において提供できる技術については、スギ、ヒノキ等の国

内林業樹種を中心として培ってきた育種技術を基盤とし、この基盤技術の最も有効な応用

として、これまで、熱帯・亜熱帯地域で産業造林に供されているアカシア属等の早生樹種

に関する調査・研究、技術開発に取り組んできたところである。

また、農林水産大臣から指示された中期目標においても 「海外協力のための林木育種、

技術の開発」は 「熱帯・亜熱帯地域等における林木育種技術に関する技術協力を行うた、

め」に実施するとされているところである。

なお、中期目標では、熱帯・亜熱帯地域「等」とあるように、協力対象地域は、非熱帯

・亜熱帯地域の途上国までも含むものと理解しており、例えば、モンゴル等の半乾燥地域

、 、において育種ニーズがあり 林木育種に関する調査・研究や技術開発の強い要請があれば

林木育種センターの業務対象として検討していく考えである。

②早生樹種の育林体系におけるアレロパシーによる下層植生の喪失や土壌養分の消失

などへの配慮。

（説明）

早生樹種に関するアレロパシーの問題については、一時期、特にユーカリ造林において

マスコミ等で議論された経緯があり、当センターとして最新の知見を有しているわけでは

ないが、早生樹造林について次のような賛否両論があることを承知している。

ユーカリのアレロパシーが他の生物（下層植生を含む）の生育を阻害し、引いては植栽

木の生育環境の悪化を導くこと、また大きな成長量と短伐期に繰り返される皆伐により土

壌養分が収奪されることにより、早生樹の造林及び木材生産の持続性を損なう可能性が高

いとの見解がある。一方では、主要な造林早生樹種は他の郷土樹種に比べアレロパシーが

特に強いわけではなく、適地適木の樹種選択や間伐の実施などの適正な育林施業により他

の生物の生育を阻害することなく共存を可能にするとともに、植栽木の生育環境を維持で

きること、また枯れた枝葉の土壌への供給やアカシア属にいたっては根粒菌の窒素固定に

、 。より土壌養分が改善され 早生樹の持続的な造林と木材生産が可能となるとの見解もある

アレロパシーや持続性の問題については、これら早生樹の生物特性及び育林体系に充分

注意を払いながら、早生樹種の育種技術の開発を進めていく考えである。
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③アカシア属等のクローン化技術の開発において、発根率が１０％程度となっている

樹種、方法の実用化の可能性及び発根率の経年比較。

（説明）

クローン化の実用化技術として、①プラス木からのクローン増殖、②採種園、採穂園造

成のためクローン増殖、③採穂園からのクローン造林用苗木の増殖の３つの場面でのクロ

ーン化技術が必要と思われる。これらのクローン化技術の開発が本課題の目的である。

グランディスユーカリのクローン化技術の開発については、つぎ木、とり木及びさし木

試験を実施しており、現在まで得られた研究成果から、①と②については活着率が比較的

高いつぎ木、③については発根率は低いものの比較的コストが小さいさし木の技術開発が

有効と考えている。ウルグアイ林木育種計画ＪＩＣＡプロジェクトのさし木試験報告で、

発根率は約６％と極めて低率であることが報告されており、本試験のさし木発根率が特に

低いものとは考えていない。また、同報告の中でさし木発根率が家系間や個体間に０％か

ら８０％の変異があり、発根率の高い個体選抜により発根率を実用的な水準にまで高める

ことが可能と報告されている。このことから、グランディスユーカリの優良クローンの造

林を進めるに当たって、発根率の高い個体選抜を育種の重要な因子として取り込むことに

より、さし木技術の実用化が可能と考える。

本研究課題では、各増殖方法について発根率、活着率を向上させる実用的な技術開発に

まだ余地を残していると思われ、今後、より良い改良に努めていく考えである。

また、さし木試験については平成１３年度から継続してアカシアマンギウム、アカシア

アウリカリホルミス及びウロフィラユーカリについて実施しているが、グランディスユー

カリについては植栽木の育成状況から萌芽枝のさし穂が準備できず、１５年度にはじめて

予備試験として実施したものである。前者の継続試験では、幼形、萌芽枝及び枝の先端部

からのさし穂が有効であることが明らかになってきている。
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評価単位⑩「講習及び指導 （評価シート８６ページ）」

講習及び指導の実施状況について、民間が極端に少ない理由及び「来所（場）者へ

の指導」に「大学・高校性等」を含めることの妥当性。

海外研修員等受入実績及び専門家等派遣実績について、ほとんど増加していない理

由。

（説明）

１．林木育種センターが行う講習、指導については、林木育種事業に関し都道府県や森林

管理局が行う優良候補木の選定、検定林の調査、採種園や採穂園の造成・改良等の方法、

技術等を内容としており、基本的には都道府県や森林管理局・署の職員が対象となってい

る。一方、民間の林業者等に対しては、採種園や採穂園で生産された種子や穂木を民間に

供給し、また、林業に関する技術の普及事業を担っている各都道府県が指導を行うことと

しているところである。なお、当センターにおいても、例えば種苗生産業者に対して材線

虫の接種方法やつぎ木の講習会を、都道府県からの要請を受けて都道府県職員と一緒に開

催しているところである。

大学生、高校生については、林学を専攻している者であり、将来、林業関連の職業に就

く可能性が高いことから、当該講習・指導の対象として整理しているところである。

２．海外研修員の受入及び専門家の派遣は、基本的にはＪＩＣＡ等からの要請を受けて実

施しているところであり、年度によって要請の増減はあるものの、要請に対しては、毎年

度ほぼ満度に受入及び派遣を行っているところである。なお、研修員受入及び専門家派遣

の原資である我が国ＯＤＡの総額が年を追って減少している状況の下、森林・林業分野を

みると、我が国の受け入れた研修員数はこれまでのところ横ばい、派遣した専門家数は減

少傾向にあり、その中で受入・派遣人員数を維持している当センターのウェイトは、相対

的に増していることから、一定の成果が表れているものと認識している。
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評価単位⑫「成果の広報・普及の推進 （評価シート９３ページ）」

育種場で発行している広報誌の配布部数等。

（説明）

平成１５年度に各育種場等において発行した広報誌の配布部数及び配布先数は、下表の

とおりである。これらの広報誌の主な配布先は、それぞれの育種基本区内の都道府県、市

、 、 、 、 、 、町村 試験研究機関 独立行政法人 大学 森林管理局・署 森林組合等の林業関係団体

マスコミ等である。

育種場等 広 報 誌 名 配布部数 配布先数

北海道 北海道育種場だより 野幌の丘から № １８０ １０５「 」 162

東北の林木育種 № ５８０ ７９172

東 北 東北の林木育種 № ５８０ ７９173

東北の林木育種 № ８５１ １４０174

関西育種場だより № ３２３ １２８41

関 西 関西育種場だより № ３２３ １２８42

関西育種場だより № ３２３ １２８43

九 州 九州育種場だより ８５８ １１３Vol.8

本 所 林木育種センターだより № ４，００９ ５４０32

林木育種センターだより № ４，００８ ５３９33

林木育種センターだより № ４，００８ ５３９34

林木育種センターだより № ４，０４２ ５４９35

（注 「配布先数」は、例えば管内の森林管理署等の分も含めて森林管理局に一括配布）
した場合は、１とカウントしている。

（参考）

技術情報誌等 配布部数 配布先数
（ ）各号平均

本 所 林木育種技術ニュース １，９０７ ５２０

林木遺伝資源情報 １，２０３ ４０４

海外林木育種技術情報 ３９６ ３４０

年報 ７９４ ５０５

研究報告 ３７７ ３５３
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(大項目)予算、収支計画及び資金計画

評価単位⑬「経費節減に係る取り組み （評価シート９７ページ）」

業務経費のうちの委託費の具体的な中身と削減対策。

（説明）

業務経費のうちの委託費（平成１５年度で約１５５百万円）で実施している業務は、育

種素材保存園、遺伝資源保存園、交配園、原種園、苗畑等における下刈り、除草、病害虫

防除、整枝・剪定、採種・採穂、つぎ木、さし木、床替え等の事業地での現場作業や試験

地の各種調査、屋内実験等に係る各種補助作業が主なものである。

これら委託費の削減対策については、事業実行に今後とも一定の面積の保存園、試験地

等の確保や各種の調査、実験が必要であること等から、大幅な削減を図ることは困難であ

るが、作業方法の見直しを行い、下刈り等の対象箇所の絞り込みや刈払回数の削減等によ

る委託費の圧縮を図ってきたところであり、今後も、調査、実験の方法等を工夫すること

により委託費の圧縮に努めていく考えである。

評価単位⑭「外部資金増加に係る取り組み （評価シート９９ページ）」

共同研究である「陸域生態系の活用・保全による温室効果ガスシンク・ソース制御

技術の開発」にセンターが参画することの意義及びセンターの役割分担。

（説明）

林木育種センターがこのプロジェクトに参加する直接的な意義は、これまで林木育種に

よる寄与は殆ど考慮されなかった森林の炭素固定能力について、成長の早い熱帯産早生樹

を用いて育種による炭素固定能力の向上の程度を実証的かつ定量的に推測することによ

り、熱帯地方の造林における林木育種の役割を炭素固定能力の向上の面からも明らかにす

ることにある。また、この研究開発から得られる成果は、邦産樹種の炭素固定能力向上に

係る林木育種の役割を再評価することにも適用できると期待される。

育種センターがこのプロジェクトで分担した具体的な役割は、実生採種林と産地密度試

験地の設定と調査である。しかし、これら試験地の設定・調査だけで、５年のプロジェク

ト期間内に上記の目的を達成するためのデータを得ることは困難と判断し、それを補完す

るために既存の人工林に固定プロットを設定した。すなわち、植栽後３年前後までの産地

系統間差を実生採種林と産地密度試験地の調査で把握し、これに固定プロットの調査から

得られる３年から伐期の８年までの林分成長のデータを繋いで、育種による伐期までの炭

素固定能力の向上の程度を定量的に推測することを考えている。
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評価単位⑮「法人運営における資金の配分状況 （評価シート１０９ページ）」

「予算執行の効率性・有効性を考慮して調整を行った」ということに対する具体的
な例証及び「予算執行の有効性」の意味。

（説明）

予算配分に当たって、各育種場等が作成する予算要望調書には、平成１４年度から新た

に「当該予算を執行することにより期待される成果・効果」をできるだけ詳細に記載する

こととしており、要望内容及び金額とこれらからの期待される成果・効果の関係、すなわ

ち予算執行の有効性をセンター本所において吟味した上で、資金配分を行っているところ

である。

また、事業や調査・研究の進ちょく状況等に応じて生じる年度途中における予算の追加

配賦要望等に対する調整においても、同様に対応している。

具体的には、例えば、平成１５年度においては、育種場での作業機械を使用する枝条処

理作業において、必要な機械の能力や作業効率を勘案しつつ本所からの輸送費と育種場近

、 。 、隣からのレンタルとの経費比較を行って 最も有効な方法を選択し経費を配分した また

比較的高額な研究機器（ＤＮＡ分析関連機器や恒温恒湿器等）の購入に当たっては、それ

を使用するセクションから当該機器の利用計画、研究の効率化の内容を詳細に聴取すると

ともに、研究に必要な性能や価格等を十分吟味し、要望のあった機種から研究に支障のな

い範囲でグレードや価格を下げた機種等に変更するなどの調整を行った上で必要な経費の

配分を行った。

(大項目)その他主務省令で定める業務運営に関する事項

評価単位⑯「施設及び設備の改修・整備前後の業務運営の改善の成果 （評価シート１１」
７ページ）

①法人運営における資金の配分状況との関連。

（説明）

関西育種場の庁舎整備については、築４０年を経過して雨漏りが進むなど建物が老朽化

する中で、関西育種場は、関西育種基本区における林木育種事業の中核機関として位置づ

けられ、これまでも、関係府県等と連携を図りながら事業を推進してきており、今後とも

関西育種基本区における林木の育種事業の中核機関としての役割を十分に発揮していくた

め、施設整備を今中期計画の策定当初から具体的に計画していたものである。平成１５年

度においては、国から運営費交付金とは別に施設整備費補助金の交付を受けたことから、

施設整備に関する優先度を勘案して関西育種場の庁舎整備を行ったものである。
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②新庁舎の完成が年度末になったことと計画との関係。

（説明）

関西育種場の新庁舎の建設については、旧庁舎を取り壊してその跡地に新庁舎を建設す

る工事に最低６カ月、設計に２～３カ月、入札の公告、契約に１か月程度を要することな

どから時間的な余裕はほとんどなく、翌年の３月完成の計画を立てて実行したところであ

る。

評価単位⑰「職員の人事に関する計画 （評価シート１１８ページ）」

職員の資質向上のための研修の内容。

（説明）

林木育種センターとして実施する職員の研修については、経験の浅い若手職員を主な対

象として、業務に関する知識の付与及び育種技術等を習得させるため、毎年度、研修計画

を定めて実施しており、平成１５年度の実施内容については下表のとおりである。

これに加え、若手職員については、オン・ザ・ジョブ・トレーニングとして検定林調査

等の現場業務への参画、センター本所及び各育種場での１年間の事業及び研究の成果を発

表する「事業・研究成果発表会」での発表、研究職員の学会等への参加等を通じて研鑽を

図っている。

更に、総務省・人事院、農林水産省等が主催する新採用研修、中堅係員研修、森林技術

政策研修、行政研修（一般職員及び課長補佐級）等に対象者を受講させることなどにより

職員の資質の向上に努めている。

研修の名称 研 修 の 目 的 主 な 内 容 対象者

新規採用職員を対象として ○林木育種事業の概要 年度新H15
新採用研修 林木育種についての基礎知識 ○林木遺伝資源の概要 規採用職員

を習得させることにより、職 ○海外技術協力の概要
員としての自覚を促す。

遺伝資源管理の業務遂行に ○遺伝資源の探索、収集の実 センター、
業務研修 必要な各般の知識を習得させ 習 各場の収集、

併せて業務運営能力の向上を ・探索箇所リスト作成実習 管理に携わ
図る。 ・選木、採穂実習 る職員等

職務遂行のため必要な育種 ○無性繁殖技術の実習 採用後 ～4
技術研修 技術、知識等を幅広く習得さ ○採種穂園等の管理技術の習 年目の一5

せ、併せて資質等の向上を図 得等 般職員
る。 ○遺伝資源特性調査実習

○統計処理実習


